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   ◇ 記念講演会 

         テーマ  『久保流コミュニケーション術』 
          

講 師   タレント 久保 ひとみ 氏 
                        



令和 7 年 度 事 業 報 告 
自 令和 7 年 4 月 1 日 至 令和 8 年 3 月 31 日 

 

Ⅰ 令和 7 年度事業の概要 

    

今年度の事業活動内容は、「法人会の理念」である「税のオピニオンリーダーとして、企業の

発展・地域の振興・国と社会の繁栄に貢献する経営者の団体」として、本会・支部・部会が一体

となり法人会活動の原点である「税」に軸足を置き、会員のみならず一般の方々や地域事業者

の自己研鑚機会の提供、納税意識の高揚、及び地域社会への貢献へと公益目的事業を主とし

て取り組んでまいりました。 

事業展開にあたっては、昨年度同様、会員の要望を勘案して「税に関する基本的研修」に注

力した税務研修を実施しました。また、会員同士の交流、会員以外の一般の方々との接点を持

つために、他団体との共催、協力による事業の連携強化に取り組みました。組織基盤・財政基

盤強化のための会員増強については、各種会議等を活用して取り組みましたが、廃業等による

退会も多く、結果として会員数は前年度を下回る状況となりました。 

また、当会は本年度をもって社団化 40 周年の節目を迎えるにあたり、記念事業として記念式

典および記念講演会を開催した。記念式典では、これまでの歩みを振り返るとともに、地域との

さらなる連携と発展を誓いました。 

 

 

 

Ⅱ 主な活動内容 

 

〔公１〕税を巡る諸環境の整備改善等を図るための事業 
  

 （1）税制税務に関する研修会・講演会・セミナー事業 

当会の主要方針である税に関する研修会は、島田税務署及び連携団体と協力して本会・

支部・部会を中心に積極的に実施いたしました。例年通り各税項目（法人税、消費税、印紙税

等）の基本事項や誤りやすい点に関する研修会に加えて、税制改正への対応研修も行いまし

た。また、年末調整、税務調査関連の研修も実施しました。   

実績として、対前年度比で研修開催回＋2 回、研修参加人数＋64 名となりました。 

開催案内は当会の広報誌、ホームページ及びチラシ等を用いて周知するとともに、他団体

等にも協力を仰ぎ、利用機会を広く一般にも広報いたしました。 

 

 令和 7 年度 令和 6 年度 増  減 

研修開催回数 １7 回 15 回 ＋2 回 

研修参加人数 845 名 780 名 ＋64 名 

 

（2）税の啓発及び租税教育事業  

       青年部会と女性部会が講師を担当する管内小学校の６年生を対象とする租税教室は、租税

教室講師養成研修に参加し、研修用資料の活用等を工夫して積極的に取り組み、島田市立

島田第１小学校４クラス、島田市立初倉南小学校２クラス、島田市立金谷小学校３クラス、牧之

原市立相良小学校２クラス、牧之原市立細江小学校２クラス、牧之原市牧之原小学校１クラス

の講師を務めました。（前年度比＋２校＋２クラス＋５１名） 

       女性部会では、例年通り管内小学校６年生を対象に「税に関する絵はがきコンクール」を実

施し、作品募集時に管内の６年生１５００名全員へ前年度の優秀作品を掲載したクリアファイル

を贈呈しました。結果として２５校より９４８点の応募がありました。昨年度より５校増加し応募数

も２１９点の増加となり、優秀な作品を数多く応募いただき、納税意識の高揚、税務知識の普

及を図ることができました。各賞の入賞者に対しては、各小学校を個別訪問して賞状を贈呈い

たしました。 

 

        

（3）税制改正への提言事業 

     令和７年度税制改正要望については、法人の税負担のあり方や、景気対策、持続可能な社

会保障制度の構築、行政改革の徹底をテーマに取りまとめました。提言にあたっては、例年通

り税制改正要望内容についての研修会を通じて次年度の要望への理解を深め、税制委員会

にて要望を取りまとめました。全法連大会の決議に基づく「税制改正に関する提言」について

は、地方自治体の首長及び当会所在地の市議会議長に提出してまいりました。 

 

（4）税制税務の普及広報事業 

     年２回発行の広報誌『會報』にて、従来の島田税務署からの「税務情報コーナー」に加えて

東海税理士会島田支部からの寄稿「おしえてワンポイント税法」を通じて税制に関する情報提

供を心掛けてまいりました。他団体との共催（アピタ島田店での税の啓発活動）も含めて広く一

般の企業、市民に対しても普及啓発を行いました。 

 

〔公 2〕地域の経済社会環境の整備改善等図るための事業 
 

（1）講座・講演会・セミナー事業 

     会員をはじめ広く一般の企業、市民を対象に実務担当者セミナー、経営セミナー、労務管

理セミナー等の他、今年度も島田商工会議所等との共催を行いました。本年度は社団化４０

周年を契機として事業内容の見直しを行い、例年実施していた講演会は中止としたため、講

演会に関する開催回数および参加人数は減少しました。 

 

 令和 7 年度 令和６年度 増  減 

講演会・セミナー開催回数 17 回 18 回 △1 回 

    〃     参加人数 1018 名 1,373 名 △355 名 

〃 一般参加人数 281 名 505 名 △224 名 

オンデマンド（インターネッ

トセミナー） アクセス数 1,531 名 1,493 名 ＋38 名 

 

 （2）地域イベントへの協賛事業 

       今年度は、島田税務連絡協議会の加盟団体と協力してアピタ島田店にて島田産業まつり実

施日に合わせて「税の啓発活動」を実施しました。また、吉田町の小山城まつり会場でも「税の

啓発活動」を実施しました。その他の事業としては女性部会を中心に島田税務署管内の施

設・公園での清掃活動、ペットボトルキャップ・アルミ缶回収・寄付への協力を行い、地域社会

環境の活性化を図りました。 

 

（3）地域福祉への寄付・寄贈事業 

       台風１５号で被災した牧之原市、吉田町、島田市へ全国法人会総連合などから寄せられた

善意と合わせ寄付しました。また、青年部会ではチャリティゴルフ大会を実施し、牧之原市と吉

田町に支援金を寄附しました。また、女性部会では食品ロス削減などの周知・広報活動をする

と共に不要食品をフードバンクふじのくになどへ寄贈しました。 

 

〔他 1〕会組織の充実を図ること及び全国各地の法人会との連携強化を図る事業、会員支援

のための親睦、交流等に関する事業並びに会員のための福利厚生事業 
     

  今年度も、会員増強に注力し、会員増強対策会議、会員支援事業としてのセミナー、会員相

互の情報交換、親睦、連携の機会を増やし、視察研修旅行、福利厚生制度連絡協議会も実

施いたしました。また、福利厚生制度の推進については、福利厚生制度連絡協議会、講演会

等を活用して、経営者大型保障制度をはじめ、会員のための福利厚生事業について、各種機

会を通じて協力保険会社 3 社との連携を深め、一層の普及推進に努めました。 
 

 
事業内容の詳細については次頁以降の事業内容をご参照下さい。 

－ 1－



令和 7 年 度 事 業 報 告 
自 令和 7 年 4 月 1 日 至 令和 8 年 3 月 31 日 

 

Ⅰ 令和 7 年度事業の概要 

    

今年度の事業活動内容は、「法人会の理念」である「税のオピニオンリーダーとして、企業の

発展・地域の振興・国と社会の繁栄に貢献する経営者の団体」として、本会・支部・部会が一体

となり法人会活動の原点である「税」に軸足を置き、会員のみならず一般の方々や地域事業者

の自己研鑚機会の提供、納税意識の高揚、及び地域社会への貢献へと公益目的事業を主とし

て取り組んでまいりました。 

事業展開にあたっては、昨年度同様、会員の要望を勘案して「税に関する基本的研修」に注

力した税務研修を実施しました。また、会員同士の交流、会員以外の一般の方々との接点を持

つために、他団体との共催、協力による事業の連携強化に取り組みました。組織基盤・財政基

盤強化のための会員増強については、各種会議等を活用して取り組みましたが、廃業等による

退会も多く、結果として会員数は前年度を下回る状況となりました。 

また、当会は本年度をもって社団化 40 周年の節目を迎えるにあたり、記念事業として記念式

典および記念講演会を開催した。記念式典では、これまでの歩みを振り返るとともに、地域との

さらなる連携と発展を誓いました。 

 

 

 

Ⅱ 主な活動内容 

 

〔公１〕税を巡る諸環境の整備改善等を図るための事業 
  

 （1）税制税務に関する研修会・講演会・セミナー事業 

当会の主要方針である税に関する研修会は、島田税務署及び連携団体と協力して本会・

支部・部会を中心に積極的に実施いたしました。例年通り各税項目（法人税、消費税、印紙税

等）の基本事項や誤りやすい点に関する研修会に加えて、税制改正への対応研修も行いまし

た。また、年末調整、税務調査関連の研修も実施しました。   

実績として、対前年度比で研修開催回＋2 回、研修参加人数＋64 名となりました。 

開催案内は当会の広報誌、ホームページ及びチラシ等を用いて周知するとともに、他団体

等にも協力を仰ぎ、利用機会を広く一般にも広報いたしました。 

 

 令和 7 年度 令和 6 年度 増  減 

研修開催回数 １7 回 15 回 ＋2 回 

研修参加人数 845 名 780 名 ＋64 名 

 

（2）税の啓発及び租税教育事業  

       青年部会と女性部会が講師を担当する管内小学校の６年生を対象とする租税教室は、租税

教室講師養成研修に参加し、研修用資料の活用等を工夫して積極的に取り組み、島田市立

島田第１小学校４クラス、島田市立初倉南小学校２クラス、島田市立金谷小学校３クラス、牧之

原市立相良小学校２クラス、牧之原市立細江小学校２クラス、牧之原市牧之原小学校１クラス

の講師を務めました。（前年度比＋２校＋２クラス＋５１名） 

       女性部会では、例年通り管内小学校６年生を対象に「税に関する絵はがきコンクール」を実

施し、作品募集時に管内の６年生１５００名全員へ前年度の優秀作品を掲載したクリアファイル

を贈呈しました。結果として２５校より９４８点の応募がありました。昨年度より５校増加し応募数

も２１９点の増加となり、優秀な作品を数多く応募いただき、納税意識の高揚、税務知識の普

及を図ることができました。各賞の入賞者に対しては、各小学校を個別訪問して賞状を贈呈い

たしました。 

 

        

（3）税制改正への提言事業 

     令和７年度税制改正要望については、法人の税負担のあり方や、景気対策、持続可能な社

会保障制度の構築、行政改革の徹底をテーマに取りまとめました。提言にあたっては、例年通

り税制改正要望内容についての研修会を通じて次年度の要望への理解を深め、税制委員会

にて要望を取りまとめました。全法連大会の決議に基づく「税制改正に関する提言」について

は、地方自治体の首長及び当会所在地の市議会議長に提出してまいりました。 

 

（4）税制税務の普及広報事業 

     年２回発行の広報誌『會報』にて、従来の島田税務署からの「税務情報コーナー」に加えて

東海税理士会島田支部からの寄稿「おしえてワンポイント税法」を通じて税制に関する情報提

供を心掛けてまいりました。他団体との共催（アピタ島田店での税の啓発活動）も含めて広く一

般の企業、市民に対しても普及啓発を行いました。 

 

〔公 2〕地域の経済社会環境の整備改善等図るための事業 
 

（1）講座・講演会・セミナー事業 

     会員をはじめ広く一般の企業、市民を対象に実務担当者セミナー、経営セミナー、労務管

理セミナー等の他、今年度も島田商工会議所等との共催を行いました。本年度は社団化４０

周年を契機として事業内容の見直しを行い、例年実施していた講演会は中止としたため、講

演会に関する開催回数および参加人数は減少しました。 

 

 令和 7 年度 令和６年度 増  減 

講演会・セミナー開催回数 17 回 18 回 △1 回 

    〃     参加人数 1018 名 1,373 名 △355 名 

〃 一般参加人数 281 名 505 名 △224 名 

オンデマンド（インターネッ

トセミナー） アクセス数 1,531 名 1,493 名 ＋38 名 

 

 （2）地域イベントへの協賛事業 

       今年度は、島田税務連絡協議会の加盟団体と協力してアピタ島田店にて島田産業まつり実

施日に合わせて「税の啓発活動」を実施しました。また、吉田町の小山城まつり会場でも「税の

啓発活動」を実施しました。その他の事業としては女性部会を中心に島田税務署管内の施

設・公園での清掃活動、ペットボトルキャップ・アルミ缶回収・寄付への協力を行い、地域社会

環境の活性化を図りました。 

 

（3）地域福祉への寄付・寄贈事業 

       台風１５号で被災した牧之原市、吉田町、島田市へ全国法人会総連合などから寄せられた

善意と合わせ寄付しました。また、青年部会ではチャリティゴルフ大会を実施し、牧之原市と吉

田町に支援金を寄附しました。また、女性部会では食品ロス削減などの周知・広報活動をする

と共に不要食品をフードバンクふじのくになどへ寄贈しました。 

 

〔他 1〕会組織の充実を図ること及び全国各地の法人会との連携強化を図る事業、会員支援

のための親睦、交流等に関する事業並びに会員のための福利厚生事業 
     

  今年度も、会員増強に注力し、会員増強対策会議、会員支援事業としてのセミナー、会員相

互の情報交換、親睦、連携の機会を増やし、視察研修旅行、福利厚生制度連絡協議会も実

施いたしました。また、福利厚生制度の推進については、福利厚生制度連絡協議会、講演会

等を活用して、経営者大型保障制度をはじめ、会員のための福利厚生事業について、各種機

会を通じて協力保険会社 3 社との連携を深め、一層の普及推進に努めました。 
 

 
事業内容の詳細については次頁以降の事業内容をご参照下さい。 

－ 2－



事 業 内 容 
 

１ 研 修 関 係 

 

◇研修会の開催 
 

【講演会】 
開催日 事 業 名 会 場 内 容 

7.6.9 
第 13回定時総会 

記念講演会 
大井神社 宮美殿 

テーマ「ビジネスマン僧侶による築地本願寺と西本願寺の大改

革」 

講 師 グロービス経営大学院大学特別教授 安永雄彦 氏 

7.9.5 
第２回理事会・講演会

第一部 
大井神社 宮美殿 

テーマ「法人会福利厚生制度紹介・セミナーオンデマンドの紹介・

ほか」 

講 師 保険会社３社・セミナーオンデマンド 

7.11.12 
社団化 40周年記念講演

会 
大井神社 宮美殿 

テーマ「地域を元気にするスポーツのチカラ！」 
講 師 フリーアナウンサー 上重聡 氏 

8.2.6 新春講演会 大井神社 宮美殿 
テーマ「豊ノ島の相撲人生～七転八起～」 
講 師 元関脇・タレント 豊ノ島 氏 

 

【その他の研修会】 

7.7.4 実務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「仕事と介護の両立ため～来る大介護時代に備えて～」 

講師 社会保険労務士法人オフィス原川 代表 原川伊之 氏 

7.10.21 実務セミナー 夢づくり会館 

テーマ「企業向け採用セミナー(静岡ジョブステーション共催) 

第一回「採用のための自社ブランディング」」 

講師 静岡県産業振興財団 経営支援専門家 長﨑一朗 氏 

7.12.12 実務セミナー 歩歩路 

テーマ「企業向け採用セミナー(静岡ジョブステーション共催) 

第二回「採用に向けた戦術」」 

講師 静岡県産業振興財団 経営支援専門家 長﨑一朗 氏 

◇税務セミナー 

7.5.14 税務セミナー 島掛七丁目支店 
テーマ「新設法人・新任経理向け税務セミナー(第一回)法人税

の基本的事項・他」 
講 師 島田税務署担当官 

7.8.20 税務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「令和７年度税制改正について・他」 
講 師 島田税務署担当官 

7.11.11 年末調整研修会 夢づくり会館 講 師 島田税務署担当官 

7.11.19 税務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「スマホ申告体験セミナー」 
講 師 島田税務署担当官 

7.12.9 税務セミナー 島掛七丁目支店 
テーマ「新設法人・新任経理向け税務セミナー(第二回)」 

講 師島田税務署担当官 

7.12.17 税務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「デジタル化（セキュリティ・DX）の最前線」 

講 師島田税務署・島田年金事務所・西日本ビジネスフロント 

8.1.21 税務セミナー 夢づくり会館 

テーマ「おまかせの決算で大丈夫？・会社とオーナー社長の手

取りを最大化する社長の税務」 

講 師 伊藤寿英綜合事務所 中小企業診断士 伊藤寿英 

税理士法人セカンドオピニオン 代表税理士 坂田和基 

◇共催セミナー 

7.8.28 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 
テーマ「働き方改革による生産性向上」 
講 師 アクシーズ合同会社代表 田原玲美 氏 

7.9.3 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「Canvaによるデザイン作成講座」 

講 師 Honey create代表 倉田ともか 氏 

7.10.6 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「賃上げ・物価高騰に負けない！政府支援策等補助金活

用」 
講 師 株式会社 Echasse 代表・中小企業診断士 金城篤子 氏 

7.11.4 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「ChatGPTなどの生成 AIをビジネスに活用した DX売上
UPセミナー(基本編)」 
講 師 イ－ンスパイア㈱ 代表取締役 横田秀林 氏 

7.12.3 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「防災対策と事業継続力強化計画」 

講 師 (一社)REVIVE JAPAN 代表理事 野口正人 氏 

7.12.5 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「ChatGPTなどの生成 AIをビジネスに活用した DX売上

UPセミナー(応用編)」 

講 師 イ－ンスパイア㈱ 代表取締役 横田秀林 氏 
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事 業 内 容 
 

１ 研 修 関 係 

 

◇研修会の開催 
 

【講演会】 
開催日 事 業 名 会 場 内 容 

7.6.9 
第 13回定時総会 

記念講演会 
大井神社 宮美殿 

テーマ「ビジネスマン僧侶による築地本願寺と西本願寺の大改

革」 

講 師 グロービス経営大学院大学特別教授 安永雄彦 氏 

7.9.5 
第２回理事会・講演会

第一部 
大井神社 宮美殿 

テーマ「法人会福利厚生制度紹介・セミナーオンデマンドの紹介・

ほか」 

講 師 保険会社３社・セミナーオンデマンド 

7.11.12 
社団化 40周年記念講演

会 
大井神社 宮美殿 

テーマ「地域を元気にするスポーツのチカラ！」 
講 師 フリーアナウンサー 上重聡 氏 

8.2.6 新春講演会 大井神社 宮美殿 
テーマ「豊ノ島の相撲人生～七転八起～」 
講 師 元関脇・タレント 豊ノ島 氏 

 

【その他の研修会】 

7.7.4 実務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「仕事と介護の両立ため～来る大介護時代に備えて～」 

講師 社会保険労務士法人オフィス原川 代表 原川伊之 氏 

7.10.21 実務セミナー 夢づくり会館 

テーマ「企業向け採用セミナー(静岡ジョブステーション共催) 

第一回「採用のための自社ブランディング」」 

講師 静岡県産業振興財団 経営支援専門家 長﨑一朗 氏 

7.12.12 実務セミナー 歩歩路 

テーマ「企業向け採用セミナー(静岡ジョブステーション共催) 

第二回「採用に向けた戦術」」 

講師 静岡県産業振興財団 経営支援専門家 長﨑一朗 氏 

◇税務セミナー 

7.5.14 税務セミナー 島掛七丁目支店 
テーマ「新設法人・新任経理向け税務セミナー(第一回)法人税

の基本的事項・他」 
講 師 島田税務署担当官 

7.8.20 税務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「令和７年度税制改正について・他」 
講 師 島田税務署担当官 

7.11.11 年末調整研修会 夢づくり会館 講 師 島田税務署担当官 

7.11.19 税務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「スマホ申告体験セミナー」 
講 師 島田税務署担当官 

7.12.9 税務セミナー 島掛七丁目支店 
テーマ「新設法人・新任経理向け税務セミナー(第二回)」 

講 師島田税務署担当官 

7.12.17 税務セミナー 北オアシスパーク 
テーマ「デジタル化（セキュリティ・DX）の最前線」 

講 師島田税務署・島田年金事務所・西日本ビジネスフロント 

8.1.21 税務セミナー 夢づくり会館 

テーマ「おまかせの決算で大丈夫？・会社とオーナー社長の手

取りを最大化する社長の税務」 

講 師 伊藤寿英綜合事務所 中小企業診断士 伊藤寿英 

税理士法人セカンドオピニオン 代表税理士 坂田和基 

◇共催セミナー 

7.8.28 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 
テーマ「働き方改革による生産性向上」 
講 師 アクシーズ合同会社代表 田原玲美 氏 

7.9.3 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「Canvaによるデザイン作成講座」 

講 師 Honey create代表 倉田ともか 氏 

7.10.6 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「賃上げ・物価高騰に負けない！政府支援策等補助金活

用」 
講 師 株式会社 Echasse 代表・中小企業診断士 金城篤子 氏 

7.11.4 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「ChatGPTなどの生成 AIをビジネスに活用した DX売上
UPセミナー(基本編)」 
講 師 イ－ンスパイア㈱ 代表取締役 横田秀林 氏 

7.12.3 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「防災対策と事業継続力強化計画」 

講 師 (一社)REVIVE JAPAN 代表理事 野口正人 氏 

7.12.5 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「ChatGPTなどの生成 AIをビジネスに活用した DX売上

UPセミナー(応用編)」 

講 師 イ－ンスパイア㈱ 代表取締役 横田秀林 氏 

7.12.15 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「はじめてのショート動画活用セミナー」 

講 師  黒木勝巳 氏 

7.12.19 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「価格転嫁対策セミナー「原油・原料費の値上げ、価格

高騰に今出来る価格転嫁対策のポイント」」 

講 師 ㈱ソウルスウェットカンパニー 代表取締役／ビジョ

ン実現コンサルタント／中小企業診断士 仲光和之 氏 

8.1.20 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「最新の労働法改正への対応と労使トラブル防止のため

の実務」 

講 師 孚事務所㈱ 代表取締役・社会保険労務士 飯田吉宏 氏 

8.1.27 
島田商工会議所共催セ

ミナー 

商工会議所会館３階会

議室・Zoom 

テーマ「生成 AI×事業計画書策定セミナー」 

講 師 経営テラス 代表 中堀弘規 氏 
 

 

2 税 制 関 係 

 

◇税制改正要望について 
開催日 事業／会場等 内 容 

7.4.7 税制委員会 
当法人会の要望事項を取りまとめた「令和７年度税制改正要望事項」を一般社団法人静

岡県法人会連合会に提出 

7.5.16/28 県連税制委員会 税制委員長が出席し令和８年度税制改正要望事項をまとめる 

7.10.16  税制改正要望全国大会 令和８年度税制改正に関する提言を発表 

7.12.11 島田市役所 島田市長、市議会議長へ提言を提出 

 

3 社会貢献関係 
 

◇活動内容 
開催日 担 当 内 容 

7.9.25 女性部会 島田支部 永福荘 生活用品の寄付 

7.10.23 女性部会 金谷支部 牧の原公園 清掃活動 

7.10.29 女性部会 相良支部 つくしホーム・つくしの家 清掃活動 

7.10.29 女性部会 相良支部 牧之原市役所相良庁舎 フードバンク寄付 

7.11.3 女性部会 吉田支部 小山城公園 税の啓発活動 

7.11.7 女性部会 吉田支部 吉田町社会福祉協議会 フードバンク寄付 

7.11.16 女性部会 相良支部 まきのはら産業フェア 新規会員募集チラシ配布 

年 2～3回 女性部会 相良支部 牧之原市立相良小学校にてペットボトルキャップ・アルミ缶を回収し、寄付 

 

4 広 報 関 係 
 

◇会報誌の発行 
（発行）  

7.9.1 会報 158号 1,550部 発行 

8.1.1 会報 159号 1,530部 発行 
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5 女性部会・青年部会 関係 
 

（1） 女性部会の活動 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.4.11 女性部会 総会 大井神社宮美殿 

（1）令和６年度事業報告・決算報告の件 
（2）令和７年度事業計画・予算の件 
記念講演 
テーマ「経営者が知っておくべき相続の知識」 
講 師 司法書士法人つなぐ 司法書士 増田 真也 氏 

7.4.18 租税教室講師養成講座 税務署会議室  

7.5.20 租税教室 牧之原小学校  

7.5.26 租税教室 初倉南小学校  

7.5.26 県連 女連協定時総会 
グランディエールブ

ケトーカイ 

（1）令和６年度事業報告承認の件 
（2）令和７年度事業計画案承認の件 
（3）役員改選の件 
記念講演 
テーマ 「あなたの能力 100％出し切ってますか？成功のコツは集
中力にあった！」 
講 師 集中力プロデューサー 森健次朗 氏 

7.7.4 女性部会 視察研修旅行 愛知県 木曽川昼鵜飼観覧・ノリタケミュージアム 

7.9.18 
全国女性フォーラム(北

海道大会) 
札幌パークホテル 

・大会式典 (税に関する絵はがきコンクール等活動発表・ 
展示) 
・記念講演 
 テーマ「ストーリーあるプロデュース～北海道における 
人づくり・モノづくり・地域づくり～」 
講 師 ㈱クリエイティブオフィスキュー 代表取締役  
伊藤亜由美 氏 

7.9.26 女性部会 役員会 北オアシスパーク 

（1）今後の事業について 
（2）絵はがきコンクールついて 
（3）島田法人会 40周年記念事業について 
（4）その他 

7.9.26 
勉強会・絵はがきコン

クール審査会 

北オアシスパーク 
講 師 島田税務署署長 早川徹 氏 

8.1.19 女性部会 新年研修会 大井神社宮美殿 島田税務署長との座談会 早川徹 氏 統括官 山田昌寛 氏 

8.2.24 女性部会 役員会 北オアシスパーク 

（1）今後の事業について 
（2）令和８年４月 21日開催 女性部会総会について 

(講演会のテーマ・講師について) 
（3）その他 

8.2.24 女性部会 税務研修会 北オアシスパーク 
テーマ 「キャッシュレス納付・税務調査について」 
講 師 島田税務署 統括官 山田昌寛 氏 

8.3.26 女性部会 役員会 事務局会議室 

（1）令和７年度決算・令和８年度予算について 
（2）女性部会総会 担当 役割分担について 
（3）50周年記念事業について 
（4）その他 

 

（2） 青年部会の活動 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.4.18 租税教室講師養成講座 税務署会議室  

7.4.24 青年部会役員会 大井神社宮美殿 

（1）令和７年度の事業計画及び予算案について 

（2）総会の役割分担について 

（3）部会員増強について 

（4）その他 

7.5.19 租税教室 相良小学校  

7.5.23 青年部会 総会 大井神社宮美殿 

（1）令和６年度事業報告・決算報告の件 
（2）令和７年度事業計画・予算の件 
記念講演 
テーマ「相続税あれこれ」 

講 師 島田税務署 署長 林裕作 氏 

7.5.26 県連 青連協定時総会 
グランディエールブ

ケトーカイ 

（1）令和６年度事業報告承認の件 
（2）令和７年度事業計画案承認の件 
（3）役員改選の件 
記念講演 
テーマ 「あなたの能力 100％出し切ってますか？成功のコツは集
中力にあった！」 

講 師 集中力プロデューサー 森健次朗 氏 

7.6.4 租税教室 島田第一小学校  

7.6.11 租税教室 金谷小学校  
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5 女性部会・青年部会 関係 
 

（1） 女性部会の活動 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.4.11 女性部会 総会 大井神社宮美殿 

（1）令和６年度事業報告・決算報告の件 
（2）令和７年度事業計画・予算の件 
記念講演 
テーマ「経営者が知っておくべき相続の知識」 
講 師 司法書士法人つなぐ 司法書士 増田 真也 氏 

7.4.18 租税教室講師養成講座 税務署会議室  

7.5.20 租税教室 牧之原小学校  

7.5.26 租税教室 初倉南小学校  

7.5.26 県連 女連協定時総会 
グランディエールブ

ケトーカイ 

（1）令和６年度事業報告承認の件 
（2）令和７年度事業計画案承認の件 
（3）役員改選の件 
記念講演 
テーマ 「あなたの能力 100％出し切ってますか？成功のコツは集
中力にあった！」 
講 師 集中力プロデューサー 森健次朗 氏 

7.7.4 女性部会 視察研修旅行 愛知県 木曽川昼鵜飼観覧・ノリタケミュージアム 

7.9.18 
全国女性フォーラム(北

海道大会) 
札幌パークホテル 

・大会式典 (税に関する絵はがきコンクール等活動発表・ 
展示) 
・記念講演 
 テーマ「ストーリーあるプロデュース～北海道における 
人づくり・モノづくり・地域づくり～」 
講 師 ㈱クリエイティブオフィスキュー 代表取締役  
伊藤亜由美 氏 

7.9.26 女性部会 役員会 北オアシスパーク 

（1）今後の事業について 
（2）絵はがきコンクールついて 
（3）島田法人会 40周年記念事業について 
（4）その他 

7.9.26 
勉強会・絵はがきコン

クール審査会 

北オアシスパーク 
講 師 島田税務署署長 早川徹 氏 

8.1.19 女性部会 新年研修会 大井神社宮美殿 島田税務署長との座談会 早川徹 氏 統括官 山田昌寛 氏 

8.2.24 女性部会 役員会 北オアシスパーク 

（1）今後の事業について 
（2）令和８年４月 21日開催 女性部会総会について 

(講演会のテーマ・講師について) 
（3）その他 

8.2.24 女性部会 税務研修会 北オアシスパーク 
テーマ 「キャッシュレス納付・税務調査について」 
講 師 島田税務署 統括官 山田昌寛 氏 

8.3.26 女性部会 役員会 事務局会議室 

（1）令和７年度決算・令和８年度予算について 
（2）女性部会総会 担当 役割分担について 
（3）50周年記念事業について 
（4）その他 

 

（2） 青年部会の活動 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.4.18 租税教室講師養成講座 税務署会議室  

7.4.24 青年部会役員会 大井神社宮美殿 

（1）令和７年度の事業計画及び予算案について 

（2）総会の役割分担について 

（3）部会員増強について 

（4）その他 

7.5.19 租税教室 相良小学校  

7.5.23 青年部会 総会 大井神社宮美殿 

（1）令和６年度事業報告・決算報告の件 
（2）令和７年度事業計画・予算の件 
記念講演 
テーマ「相続税あれこれ」 

講 師 島田税務署 署長 林裕作 氏 

7.5.26 県連 青連協定時総会 
グランディエールブ

ケトーカイ 

（1）令和６年度事業報告承認の件 
（2）令和７年度事業計画案承認の件 
（3）役員改選の件 
記念講演 
テーマ 「あなたの能力 100％出し切ってますか？成功のコツは集
中力にあった！」 

講 師 集中力プロデューサー 森健次朗 氏 

7.6.4 租税教室 島田第一小学校  

7.6.11 租税教室 金谷小学校  

7.6.12 租税教室 細江小学校  

7.7.3 青年部会 役員会 三布袋 

（1）夏期研修会について 

（2）全国大会（山梨大会）の実施について 

（3）その他 

7.9.12 青年部会 役員会 三布袋 

（1）合同ゴルフコンペについて 

（2）全国大会（山梨大会）の実施について 

（3）その他 

7.9.12 夏期研修会 署長講座 三布袋 講 師 島田税務署署長 早川徹 氏 

7.11.4 
青年部会 合同チャリ

ティーゴルフコンペ 

静岡カントリー島田

ゴルフコース 

青年部会 OB、島田青年会議所(JC)、島田商工会議所青年部(YEG)

と合同で開催。 

7.11.20 
全国青年の集い(山梨

大会) 

YCC 県民文化ホー

ル,アイメッセ山梨 

・租税教育活動プレゼーション 
・部会長サミット・大会式典 
・記念講演 
 テーマ「プロヴィンチア(地方クラブ)の挑戦～フットボール 
クラブの枠を超えた存在と役割～」 
講 師 ㈱ヴァンフォーレ山梨スポーツクラブ 代表取締役社長  
佐久間悟 氏 

8.1.20 青年部会 役員会 大井神社宮美殿 

（1）事業報告・決算予想 

（2）次年度事業計画・予算案 

（3）その他 

8.1.20 
青年部会主催 第 39回

税務大学講座 
大井神社宮美殿 

テーマ「誤りの多い主な事例と調査の話」 

講 師 法人課税第一部門統括国税調査官 山田昌寛 氏 

        担当官 

 

6 諸 会 議 関 係 

（1） 総 会 

7.6.9 第 13回定時総会  大井神社 宮美殿 

＜総会議案＞ 

（1）令和６年度決算承認の件 

（2）役員改選（案）承認の件 

＜報告事項＞ 

（1）令和６年度事業報告の件 

（2）令和７年度事業計画・収支予算報告の件 

＜表彰＞ 優良社員表彰 

（2）会 議 
 

 《理 事 会》 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.5.16 第１回理事会 大井神社 宮美殿 

議  題  

1. 公益社団法人島田法人会第 13回定時総会 提出議案について  

＜提出議案・報告事項＞  

（1）令和６年度決算承認の件  

（2）役員改選（案）承認の件  

（3）令和６年度事業報告及び令和７年度事業計画・収支予算報

告の件  

2. 総会関連事項について  

（1）総会開催時の役割担当について  

（2）令和７年度優良社員表彰について  

（3）総会記念講演について 

7.9.5 第２回理事会  大井神社 宮美殿 
（1）静岡県法人会連合会 会長表彰社推薦選出について 

（2）その他 

8.2.6 第３回理事会  大井神社 宮美殿 

（1）総会までの程について 

（2）委員会・部会の連絡報告 

（3）その他 

8.3.19 第４回理事会  北オアシスパーク 
（1）令和８年度事業計画・収支予算承認の件 

（2）その他 

 

《会員増強対策会議》 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.7.4 
令和７年度第１回会員

増強対策会議 
北オアシスパーク 

（1）会員増強対策会議 

（2）実務セミナー 

テーマ「仕事と介護の両立ため～来る大介護時代に備えて～」 

講師 社会保険労務士法人オフィス原川 代表 原川伊之 氏 
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《委 員 会》 
開催 会  場 内  容 

◇ 事業研修委員会 

7.7.8 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

（2）講演会 講師について 

（3）その他 

8.2.17 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 税制委員会 

7.7.10 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

（2）配布図書の選定について 

（3）その他 

7.12.16 島田法人会事務局 

（1）令和８年度税制改正に関する提言の解説(税理士法人野中会計事務所 野中将弘

氏) 

（2）令和９年度税制改正要望事項の担当について 

（3）その他 

8.3.4 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 広報委員会 

7.7.9 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

（2）会報第 158号発行について 

（3）その他 

7.8.8 島田法人会事務局 
（1）会報 第 158号 編集について 

（2）その他 

7.8.27 島田法人会事務局 
（1）会報 第 158号 校正について 

（2）その他 

7.11.6 島田法人会事務局 
（1）会報 第 159号 発行について 

（2）その他 

7.12.8 島田法人会事務局 
（1）会報 第 159号 編集・校正について 

（2）その他 

8.2.12 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 組織委員会 

7.7.4 北オアシスパーク 
（1）令和７年度事業計画について 

（2）会員増強運動ついて 

8.2.19 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 厚生委員会 

7.7.2 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

・令和７年度福利厚生制度の推進 

・福利厚生制度連絡協議会の日程について 

・視察研修旅行について 

（2）その他 

7.9.11 三島市 三島楽寿園・三島大社・沼津港 

8.2.20 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 総務委員会 

7.7.16 島田法人会事務局 
（1）令和７年度事業計画について 

（2）その他 

7.12.15 島田法人会事務局 台風 15号に伴う災害見舞金の取り扱いについて 

8.3.12 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 
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《委 員 会》 
開催 会  場 内  容 

◇ 事業研修委員会 

7.7.8 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

（2）講演会 講師について 

（3）その他 

8.2.17 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 税制委員会 

7.7.10 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

（2）配布図書の選定について 

（3）その他 

7.12.16 島田法人会事務局 

（1）令和８年度税制改正に関する提言の解説(税理士法人野中会計事務所 野中将弘

氏) 

（2）令和９年度税制改正要望事項の担当について 

（3）その他 

8.3.4 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 広報委員会 

7.7.9 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

（2）会報第 158号発行について 

（3）その他 

7.8.8 島田法人会事務局 
（1）会報 第 158号 編集について 

（2）その他 

7.8.27 島田法人会事務局 
（1）会報 第 158号 校正について 

（2）その他 

7.11.6 島田法人会事務局 
（1）会報 第 159号 発行について 

（2）その他 

7.12.8 島田法人会事務局 
（1）会報 第 159号 編集・校正について 

（2）その他 

8.2.12 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 組織委員会 

7.7.4 北オアシスパーク 
（1）令和７年度事業計画について 

（2）会員増強運動ついて 

8.2.19 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 厚生委員会 

7.7.2 島田法人会事務局 

（1）令和７年度事業計画について 

・令和７年度福利厚生制度の推進 

・福利厚生制度連絡協議会の日程について 

・視察研修旅行について 

（2）その他 

7.9.11 三島市 三島楽寿園・三島大社・沼津港 

8.2.20 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

◇ 総務委員会 

7.7.16 島田法人会事務局 
（1）令和７年度事業計画について 

（2）その他 

7.12.15 島田法人会事務局 台風 15号に伴う災害見舞金の取り扱いについて 

8.3.12 島田法人会事務局 

（1）令和７年度決算について 

（2）令和８年度事業計画(案)・予算(案)について 

（3）その他 

 

  

 

《支部関係》 
開催 事 業 名 会 場 内 容 

7.4.25 第 1回 支部長会 島田法人会事務局 

(１)令和７年度役員改選について 

(２)社団法人化 40周年記念事業について 

(３)その他 

7.7.24 第２回 支部長会 島田法人会事務局 
(１)会員増強運動について 

(２)その他 

◇ 島田第一支部 

7.10.2 支部役員会 大井神社 宮美殿 

(１)会員増強運動について 

(２)社団化 40 周年事業について 

(３)その他 

◇ 島田第二支部 

7.4.3 支部役員会 寿し幸 

(１) 令和７年度役員改選について 

(２)優良社員表彰者推薦について 

(３)その他 

◇ 金谷支部 

7.8.28 支部役員会 ㈱寺田製作所事務室 

会員増強の取組について 

鈴木委員長から、県連組織委員会へ出席した報告 

・法人会のメリットについて 

・他の法人会の取り組み事例 

・各支部役員会らの意見 

・支部目標の確認 

・金融機関へのお願い 

◇ 川根支部 

7.4.11 

支部役員会 たばこや食堂 

(１) 令和７年度役員改選について 

(２)優良社員表彰者推薦について 

(３)その他 

7.10.9 

支部役員会 和彩食堂あけぼの 

(１)会員増強運動について 

(２)令和７年度川根支部活動について 

(３)その他 

◇ 吉田支部 

7.9.8 支部役員会 竹邑 
(１)会員増強運動 
(２)社団法人化 40周年記念事業について 
(３）その他 

7.11.3 小山城まつり 小山城前広場 税の啓発活動 

◇ 榛原支部 

7.9.18 支部役員会 割烹 翠山荘 

(１)会員増強運動について 

(２)令和７年度榛原支部活動について 

(３)その他 

◇ 相良支部 

7.6.13 支部役員会 池田屋 
(１)総会、事業計画について 

(２)その他 

7.6.13 支部総会 池田屋 

(１)令和６年度事業報告 

(２)令和７年度事業計画 

(３)令和７・８年度役員名簿 

◇ 農協支部 

8.1.22 
農協支部(島田) 

税務研修会 

JA大井川 

島田中溝支店 

テーマ「誤りの多い主な事例と調査の話」 

講 師 島田税務署法人課税第一部門 松浦由弥 氏 

8.1.27 
農協支部(ハイナン)  

税務研修会 
JAハイナン・本店 

テーマ「誤りの多い主な事例と調査の話」 

講 師 島田税務署法人課税第一部門 松浦由弥 氏 
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《連合会関係》 
◇ (一社)静岡県法人会連合会 

開催 事  業  名 会  場 

7.5.9 静岡県法人会連合会・監事会 県連事務局 

7.5.12 静岡県法人会連合会・総務委員会 グランディエールブケトーカイ 

7.5.16 静岡県法人会連合会・税制委員会 中島屋グランドホテル 

7.5.21 静岡県法人会連合会・理事会 ホテルグランヒルズ静岡 

7.5.28 静岡県法人会連合会・税制委員会 中島屋グランドホテル 

7.6.10 静岡県法人会連合会・厚生委員会 中島屋グランドホテル 

7.6.24 第１3回定時総会 ホテルグランヒルズ静岡 

7.7.16 静岡県法人会連合会・組織委員会 グランディエールブケトーカイ 

7.9.22 静岡県法人会連合会・広報委員会 グランディエールブケトーカイ 

8.2.25 静岡県法人会連合会・広報委員会 中島屋グランドホテル 

◇ 女性部会連絡協議会 

7.4.23 女性部会連絡協議会 正副会長会 中島屋グランドホテル 

7.5.26 女性部会連絡協議会 第 13 回定時総会 グランディエールブケトーカイ 

7.7.23 女性部会連絡協議会 正副会長会 グランディエールブケトーカイ 

7.10.7 女性部会連絡協議会 情報交換会 グランディエールブケトーカイ 

7.12.3 女性部会連絡協議会 正副会長会 中島屋グランドホテル 

◇ 青年部会連絡協議会 

7.4.28 青年部会連絡協議会 常任理事会 静岡銀行 駅南支店 

7.5.26 青年部会連絡協議会 第 13 回定時総会 グランディエールブケトーカイ 

7.7.29 青年部会連絡協議会 常任理事会 静岡銀行 駅南支店 

7.10.28 青年部会連絡協議会 情報交換会 グランディエールブケトーカイ 

◇ 東海法人会連合会 

7.6.13 東海法人会青年部会連絡協議会・定時総会                名鉄グランドホテル 

7.9.8 東海法人会連合会・定時総会 名鉄グランドホテル 

8.3.6 第 80回東海法人会連合会大会 ホテルグランヒルズ静岡 

8.3.26 東海法人会青年部会連絡協議会・常任理事会 AMMNAT・名古屋朝日会館 

◇（公財）全国法人会連合会 

7.9.18 第 19回法人会全国女性フォーラム（北海道大会） 札幌パークホテル 

7.10.16 第 40回法人会全国大会（高知大会） 高知県立県民文化ホールほか 

7.11.20 第 38回法人会全国青年の集い「山梨大会」 YCC県民文化ホール,アイメッセ山梨 

 

 

   令和７年度事業報告 附属明細書  
 

    令和７度事業報告には「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が 

存在しないので作成しない。 
 

                                  令和８年４月  

                               公益社団法人 島田法人会 

（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 1,250 100 1,150

基本財産受取利息 1,250 100 1,150

特定資産運用益 45,163 373 44,790

特定資産受取利息 45,163 373 44,790

受取会費 9,641,000 9,941,000 △ 300,000

正会員受取会費 9,605,000 9,905,000 △ 300,000

賛助会員受取会費 36,000 36,000 0

事業収益 2,237,206 1,744,914 492,292

広報事業収益 200,000 200,000 0

会員親睦事業収益 1,086,552 844,514 242,038

支部部会事業収益 900,654 609,590 291,064

社会貢献事業収益 50,000 90,810 △ 40,810

受取補助金等 12,479,729 12,790,533 △ 310,804

受取県連補助金 918,429 1,025,033 △ 106,604

受取全法連助成金 150,000 150,000 0

受取全法連助成金振替額 11,383,300 11,349,500 33,800

受取全法連補助金 28,000 266,000 △ 238,000

受取負担金 892,000 932,000 △ 40,000

青年・女性部会受取負担金 892,000 932,000 △ 40,000

雑収益 577,856 486,593 91,263

受取利息 15,307 4,813 10,494

雑収益 562,549 481,780 80,769

経常収益計 25,874,204 25,895,513 △ 21,309

(2) 経常費用

事業費 22,927,347 22,043,162 884,185

給料手当 8,541,734 7,488,143 1,053,591

退職共済費 49,800 49,800 0

福利厚生費 1,124,332 1,029,455 94,877

会議費 2,730,730 2,038,128 692,602

旅費交通費 897,888 758,613 139,275

通信運搬費 978,368 954,066 24,302

減価償却費 415,122 415,122 0

消耗什器備品費 20,086 49,302 △ 29,216

消耗品費 432,151 593,667 △ 161,516

保守点検費 27,390 27,390 0

印刷製本費 1,273,824 1,159,413 114,411

燃料費 48,518 34,242 14,276

賃借料 134,370 192,945 △ 58,575

保険料 48,628 51,365 △ 2,737

諸謝金 1,307,200 1,664,231 △ 357,031

租税公課 147,427 146,910 517

諸会費 20,000 20,000 0

支払負担金 504,740 372,000 132,740

社会貢献活動費 34,500 186,388 △ 151,888

支払寄付金 150,000 0 150,000

委託費 1,217,066 1,579,396 △ 362,330

会場費 384,345 571,068 △ 186,723

広告宣伝費 0 10,000 △ 10,000

表彰費 79,621 72,048 7,573

リース料 693,625 698,883 △ 5,258

事務所管理費 409,149 406,584 2,565

支払手数料 664,266 628,576 35,690

新聞図書費 487,687 566,610 △ 78,923

雑費 104,780 278,817 △ 174,037

正味財産増減計算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

－ 9－



 

《連合会関係》 
◇ (一社)静岡県法人会連合会 

開催 事  業  名 会  場 

7.5.9 静岡県法人会連合会・監事会 県連事務局 

7.5.12 静岡県法人会連合会・総務委員会 グランディエールブケトーカイ 

7.5.16 静岡県法人会連合会・税制委員会 中島屋グランドホテル 

7.5.21 静岡県法人会連合会・理事会 ホテルグランヒルズ静岡 

7.5.28 静岡県法人会連合会・税制委員会 中島屋グランドホテル 

7.6.10 静岡県法人会連合会・厚生委員会 中島屋グランドホテル 

7.6.24 第１3回定時総会 ホテルグランヒルズ静岡 

7.7.16 静岡県法人会連合会・組織委員会 グランディエールブケトーカイ 

7.9.22 静岡県法人会連合会・広報委員会 グランディエールブケトーカイ 

8.2.25 静岡県法人会連合会・広報委員会 中島屋グランドホテル 

◇ 女性部会連絡協議会 

7.4.23 女性部会連絡協議会 正副会長会 中島屋グランドホテル 

7.5.26 女性部会連絡協議会 第 13 回定時総会 グランディエールブケトーカイ 

7.7.23 女性部会連絡協議会 正副会長会 グランディエールブケトーカイ 

7.10.7 女性部会連絡協議会 情報交換会 グランディエールブケトーカイ 

7.12.3 女性部会連絡協議会 正副会長会 中島屋グランドホテル 

◇ 青年部会連絡協議会 

7.4.28 青年部会連絡協議会 常任理事会 静岡銀行 駅南支店 

7.5.26 青年部会連絡協議会 第 13 回定時総会 グランディエールブケトーカイ 

7.7.29 青年部会連絡協議会 常任理事会 静岡銀行 駅南支店 

7.10.28 青年部会連絡協議会 情報交換会 グランディエールブケトーカイ 

◇ 東海法人会連合会 

7.6.13 東海法人会青年部会連絡協議会・定時総会                名鉄グランドホテル 

7.9.8 東海法人会連合会・定時総会 名鉄グランドホテル 

8.3.6 第 80回東海法人会連合会大会 ホテルグランヒルズ静岡 

8.3.26 東海法人会青年部会連絡協議会・常任理事会 AMMNAT・名古屋朝日会館 

◇（公財）全国法人会連合会 

7.9.18 第 19回法人会全国女性フォーラム（北海道大会） 札幌パークホテル 

7.10.16 第 40回法人会全国大会（高知大会） 高知県立県民文化ホールほか 

7.11.20 第 38回法人会全国青年の集い「山梨大会」 YCC県民文化ホール,アイメッセ山梨 

 

 

   令和７年度事業報告 附属明細書  
 

    令和７度事業報告には「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が 

存在しないので作成しない。 
 

                                  令和８年４月  

                               公益社団法人 島田法人会 

（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 1,250 100 1,150

基本財産受取利息 1,250 100 1,150

特定資産運用益 45,163 373 44,790

特定資産受取利息 45,163 373 44,790

受取会費 9,641,000 9,941,000 △ 300,000

正会員受取会費 9,605,000 9,905,000 △ 300,000

賛助会員受取会費 36,000 36,000 0

事業収益 2,237,206 1,744,914 492,292

広報事業収益 200,000 200,000 0

会員親睦事業収益 1,086,552 844,514 242,038

支部部会事業収益 900,654 609,590 291,064

社会貢献事業収益 50,000 90,810 △ 40,810

受取補助金等 12,479,729 12,790,533 △ 310,804

受取県連補助金 918,429 1,025,033 △ 106,604

受取全法連助成金 150,000 150,000 0

受取全法連助成金振替額 11,383,300 11,349,500 33,800

受取全法連補助金 28,000 266,000 △ 238,000

受取負担金 892,000 932,000 △ 40,000

青年・女性部会受取負担金 892,000 932,000 △ 40,000

雑収益 577,856 486,593 91,263

受取利息 15,307 4,813 10,494

雑収益 562,549 481,780 80,769

経常収益計 25,874,204 25,895,513 △ 21,309

(2) 経常費用

事業費 22,927,347 22,043,162 884,185

給料手当 8,541,734 7,488,143 1,053,591

退職共済費 49,800 49,800 0

福利厚生費 1,124,332 1,029,455 94,877

会議費 2,730,730 2,038,128 692,602

旅費交通費 897,888 758,613 139,275

通信運搬費 978,368 954,066 24,302

減価償却費 415,122 415,122 0

消耗什器備品費 20,086 49,302 △ 29,216

消耗品費 432,151 593,667 △ 161,516

保守点検費 27,390 27,390 0

印刷製本費 1,273,824 1,159,413 114,411

燃料費 48,518 34,242 14,276

賃借料 134,370 192,945 △ 58,575

保険料 48,628 51,365 △ 2,737

諸謝金 1,307,200 1,664,231 △ 357,031

租税公課 147,427 146,910 517

諸会費 20,000 20,000 0

支払負担金 504,740 372,000 132,740

社会貢献活動費 34,500 186,388 △ 151,888

支払寄付金 150,000 0 150,000

委託費 1,217,066 1,579,396 △ 362,330

会場費 384,345 571,068 △ 186,723

広告宣伝費 0 10,000 △ 10,000

表彰費 79,621 72,048 7,573

リース料 693,625 698,883 △ 5,258

事務所管理費 409,149 406,584 2,565

支払手数料 664,266 628,576 35,690

新聞図書費 487,687 566,610 △ 78,923

雑費 104,780 278,817 △ 174,037

正味財産増減計算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

管理費 4,730,851 4,100,075 630,776

給料手当 1,749,511 1,533,716 215,795

退職共済費 10,200 10,200 0

福利厚生費 230,285 210,851 19,434

会議費 426,018 408,330 17,688

旅費交通費 16,999 21,314 △ 4,315

通信運搬費 276,319 168,064 108,255

減価償却費 85,025 85,025 0

消耗什器備品費 4,114 10,098 △ 5,984

消耗品費 68,477 58,542 9,935

保守点検費 5,610 5,610 0

印刷製本費 178,349 89,980 88,369

燃料費 9,938 7,014 2,924

賃借料 27,522 39,519 △ 11,997

保険料 9,960 10,151 △ 191

租税公課 30,195 30,090 105

諸会費 202,500 204,500 △ 2,000

支払負担金 269,500 247,000 22,500

委託費 33,660 33,660 0

会場費 369,940 271,030 98,910

広告宣伝費 22,000 22,000 0

渉外慶弔費 30,000 30,000 0

表彰費 138,954 154,843 △ 15,889

リース料 142,067 143,145 △ 1,078

事務所管理費 112,301 111,776 525

支払手数料 111,722 104,412 7,310

新聞図書費 70,602 63,477 7,125

雑費 99,083 25,728 73,355

経常費用計 27,658,198 26,143,237 1,514,961

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 247,724 △ 1,536,270

評価損益等計 0 0

当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 247,724 △ 1,536,270

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,783,994 △ 247,724 △ 1,536,270

一般正味財産期首残高 39,016,567 39,264,291 △ 247,724

一般正味財産期末残高 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取補助金等 11,383,300 11,349,500 33,800

受取全法連助成金 11,383,300 11,349,500 33,800

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 △ 11,349,500 △ 33,800

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 △ 11,349,500 △ 33,800

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

当期基金増減額 0 0 0

基金期首残高 0 0 0

基金期末残高 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

－ 11 －



（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

管理費 4,730,851 4,100,075 630,776

給料手当 1,749,511 1,533,716 215,795

退職共済費 10,200 10,200 0

福利厚生費 230,285 210,851 19,434

会議費 426,018 408,330 17,688

旅費交通費 16,999 21,314 △ 4,315

通信運搬費 276,319 168,064 108,255

減価償却費 85,025 85,025 0

消耗什器備品費 4,114 10,098 △ 5,984

消耗品費 68,477 58,542 9,935

保守点検費 5,610 5,610 0

印刷製本費 178,349 89,980 88,369

燃料費 9,938 7,014 2,924

賃借料 27,522 39,519 △ 11,997

保険料 9,960 10,151 △ 191

租税公課 30,195 30,090 105

諸会費 202,500 204,500 △ 2,000

支払負担金 269,500 247,000 22,500

委託費 33,660 33,660 0

会場費 369,940 271,030 98,910

広告宣伝費 22,000 22,000 0

渉外慶弔費 30,000 30,000 0

表彰費 138,954 154,843 △ 15,889

リース料 142,067 143,145 △ 1,078

事務所管理費 112,301 111,776 525

支払手数料 111,722 104,412 7,310

新聞図書費 70,602 63,477 7,125

雑費 99,083 25,728 73,355

経常費用計 27,658,198 26,143,237 1,514,961

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 247,724 △ 1,536,270

評価損益等計 0 0

当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 247,724 △ 1,536,270

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,783,994 △ 247,724 △ 1,536,270

一般正味財産期首残高 39,016,567 39,264,291 △ 247,724

一般正味財産期末残高 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取補助金等 11,383,300 11,349,500 33,800

受取全法連助成金 11,383,300 11,349,500 33,800

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 △ 11,349,500 △ 33,800

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 △ 11,349,500 △ 33,800

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

当期基金増減額 0 0 0

基金期首残高 0 0 0

基金期末残高 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

収益事業等会計

公益１ 公益２ 公益共通 他１

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 1,250 0 0 1,250 0 0

基本財産受取利息 1,250 0 0 1,250 0 0

特定資産運用益 45,163 14,859 15,581 0 7,045 7,678

特定資産受取利息 45,163 14,859 15,581 0 7,045 7,678

受取会費 9,641,000 0 0 3,118,000 2,453,781 4,069,219

正会員受取会費 9,605,000 0 0 3,100,000 2,453,781 4,051,219

賛助会員受取会費 36,000 0 0 18,000 0 18,000

事業収益 2,237,206 200,000 50,000 0 1,987,206 0

広報事業収益 200,000 200,000 0 0 0 0

会員親睦事業収益 1,086,552 0 0 0 1,086,552 0

支部部会事業収益 900,654 0 0 0 900,654 0

社会貢献事業収益 50,000 0 50,000 0 0 0

受取補助金等 12,479,729 200,000 0 11,901,129 0 378,600

受取県連補助金 918,429 200,000 0 517,829 0 200,600

受取全法連助成金 150,000 0 0 0 0 150,000

受取全法連助成金振替額 11,383,300 0 0 11,383,300 0 0

受取全法連補助金 28,000 0 0 0 0 28,000

受取負担金 892,000 0 0 0 892,000 0

青年・女性部会受取負担金 892,000 0 0 0 892,000 0

雑収益 577,856 0 0 0 302,502 275,354

受取利息 15,307 0 0 0 0 15,307

雑収益 562,549 0 0 0 302,502 260,047

経常収益計 25,874,204 414,859 65,581 15,020,379 5,642,534 4,730,851

(2) 経常費用

事業費 22,927,347 8,425,620 8,065,090 0 6,436,637 0

給料手当 8,541,734 3,385,820 3,550,480 0 1,605,434 0

退職共済費 49,800 19,740 20,700 0 9,360 0

福利厚生費 1,124,332 445,669 467,343 0 211,320 0

会議費 2,730,730 147,860 17,496 0 2,565,374 0

旅費交通費 897,888 533,454 138,216 0 226,218 0

通信運搬費 978,368 520,855 419,936 0 37,577 0

減価償却費 415,122 164,548 172,551 0 78,023 0

消耗品費 20,086 7,962 8,349 0 3,775 0

保守点検費 432,151 229,357 139,957 0 62,837 0

印刷製本費 27,390 10,857 11,385 0 5,148 0

燃料費 1,273,824 1,175,799 65,616 0 32,409 0

賃借料 48,518 19,232 20,167 0 9,119 0

保険料 134,370 53,262 55,853 0 25,255 0

諸謝金 48,628 19,275 20,213 0 9,140 0

租税公課 1,307,200 110,000 1,091,200 0 106,000 0

諸会費 147,427 58,438 61,280 0 27,709 0

支払負担金 20,000 0 20,000 0 0 0

社会貢献活動費 504,740 230,000 25,840 0 248,900 0

委託費 34,500 0 34,500 0 0 0

支払寄付金 150,000 0 150,000 0 0 0

会場費 1,217,066 340,142 68,310 0 808,614 0

広告宣伝費 384,345 117,740 260,585 0 6,020 0

表彰費 79,621 65,621 0 0 14,000 0

リース料 693,625 274,943 288,314 0 130,368 0

事務所管理費 409,149 162,181 170,068 0 76,900 0

支払手数料 664,266 275,615 286,130 0 102,521 0

新聞図書費 487,687 25,687 462,000 0 0 0

雑費 104,780 31,563 38,601 0 34,616 0

法人会計

(単位：円）

正味財産増減計算書内訳表
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科        目 合計
公益目的事業会計

－ 12 －



収益事業等会計

公益１ 公益２ 公益共通 他１

管理費 4,730,851 0 0 0 0 4,730,851

給料手当 1,749,511 0 0 0 0 1,749,511

退職共済費 10,200 0 0 0 0 10,200

福利厚生費 230,285 0 0 0 0 230,285

会議費 426,018 0 0 0 0 426,018

旅費交通費 16,999 0 0 0 0 16,999

通信運搬費 276,319 0 0 0 0 276,319

減価償却費 85,025 0 0 0 0 85,025

消耗什器備品費 4,114 0 0 0 0 4,114

消耗品費 68,477 0 0 0 0 68,477

保守点検費 5,610 0 0 0 0 5,610

印刷製本費 178,349 0 0 0 0 178,349

燃料費 9,938 0 0 0 0 9,938

賃借料 27,522 0 0 0 0 27,522

保険料 9,960 0 0 0 0 9,960

租税公課 30,195 0 0 0 0 30,195

諸会費 202,500 0 0 0 0 202,500

支払負担金 269,500 0 0 0 0 269,500

委託費 33,660 0 0 0 0 33,660

会場費 369,940 0 0 0 0 369,940

広告宣伝費 22,000 0 0 0 0 22,000

渉外慶弔費 30,000 0 0 0 0 30,000

表彰費 138,954 0 0 0 0 138,954

リース料 142,067 0 0 0 0 142,067

事務所管理費 112,301 0 0 0 0 112,301

支払手数料 111,722 0 0 0 0 111,722

新聞図書費 70,602 0 0 0 0 70,602

雑費 99,083 0 0 0 0 99,083

経常費用計 27,658,198 8,425,620 8,065,090 0 6,436,637 4,730,851

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

一般正味財産期首残高 39,016,567 △ 103,090,973 △ 99,292,391 226,662,698 5,981,974 8,755,259

一般正味財産期末残高 37,232,573 △ 111,101,734 △ 107,291,900 241,683,077 5,187,871 8,755,259

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取補助金等 11,383,300 0 0 11,383,300 0 0

受取全法連助成金 11,383,300 0 0 11,383,300 0 0

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 0 0 △ 11,383,300 0 0

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 0 0 △ 11,383,300 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

当期基金増減額 0 0 0 0 0 0

基金期首残高 0 0 0 0 0 0

基金期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 37,232,573 △ 111,101,734 △ 107,291,900 241,683,077 5,187,871 8,755,259

法人会計

(単位：円）

科        目 合計
公益目的事業会計
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収益事業等会計

公益１ 公益２ 公益共通 他１

管理費 4,730,851 0 0 0 0 4,730,851

給料手当 1,749,511 0 0 0 0 1,749,511

退職共済費 10,200 0 0 0 0 10,200

福利厚生費 230,285 0 0 0 0 230,285

会議費 426,018 0 0 0 0 426,018

旅費交通費 16,999 0 0 0 0 16,999

通信運搬費 276,319 0 0 0 0 276,319

減価償却費 85,025 0 0 0 0 85,025

消耗什器備品費 4,114 0 0 0 0 4,114

消耗品費 68,477 0 0 0 0 68,477

保守点検費 5,610 0 0 0 0 5,610

印刷製本費 178,349 0 0 0 0 178,349

燃料費 9,938 0 0 0 0 9,938

賃借料 27,522 0 0 0 0 27,522

保険料 9,960 0 0 0 0 9,960

租税公課 30,195 0 0 0 0 30,195

諸会費 202,500 0 0 0 0 202,500

支払負担金 269,500 0 0 0 0 269,500

委託費 33,660 0 0 0 0 33,660

会場費 369,940 0 0 0 0 369,940

広告宣伝費 22,000 0 0 0 0 22,000

渉外慶弔費 30,000 0 0 0 0 30,000

表彰費 138,954 0 0 0 0 138,954

リース料 142,067 0 0 0 0 142,067

事務所管理費 112,301 0 0 0 0 112,301

支払手数料 111,722 0 0 0 0 111,722

新聞図書費 70,602 0 0 0 0 70,602

雑費 99,083 0 0 0 0 99,083

経常費用計 27,658,198 8,425,620 8,065,090 0 6,436,637 4,730,851

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

評価損益等計 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,783,994 △ 8,010,761 △ 7,999,509 15,020,379 △ 794,103 0

一般正味財産期首残高 39,016,567 △ 103,090,973 △ 99,292,391 226,662,698 5,981,974 8,755,259

一般正味財産期末残高 37,232,573 △ 111,101,734 △ 107,291,900 241,683,077 5,187,871 8,755,259

Ⅱ  指定正味財産増減の部

受取補助金等 11,383,300 0 0 11,383,300 0 0

受取全法連助成金 11,383,300 0 0 11,383,300 0 0

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 0 0 △ 11,383,300 0 0

一般正味財産への振替額 △ 11,383,300 0 0 △ 11,383,300 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部

当期基金増減額 0 0 0 0 0 0

基金期首残高 0 0 0 0 0 0

基金期末残高 0 0 0 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 37,232,573 △ 111,101,734 △ 107,291,900 241,683,077 5,187,871 8,755,259

法人会計

(単位：円）

科        目 合計
公益目的事業会計

（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  資産の部

１．流動資産

現金預金 3,997,256 4,783,961 △ 786,705

現金 19,352 50,385 △ 31,033

普通預金 3,977,904 4,733,576 △ 755,672

流動資産合計 3,997,256 4,783,961 △ 786,705

２．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 5,000,000 5,000,000 0

基本財産合計 5,000,000 5,000,000 0

(2) 特定資産

減価償却引当資産 16,321,004 16,321,004 0

周年行事引当資産 1,700,000 2,200,000 △ 500,000

構築物引当資産 264,421 264,421 0

特定資産合計 18,285,425 18,785,425 △ 500,000

(3) その他固定資産

建物 9,871,788 10,361,568 △ 489,780

構築物 145,149 155,516 △ 10,367

その他固定資産合計 10,016,937 10,517,084 △ 500,147

固定資産合計 33,302,362 34,302,509 △ 1,000,147

資産合計 37,299,618 39,086,470 △ 1,786,852

Ⅱ  負債の部

１．流動負債

預り金 67,045 69,903 △ 2,858

流動負債合計 67,045 69,903 △ 2,858

負債合計 67,045 69,903 △ 2,858

Ⅲ  正味財産の部

１．基金

基金 0 0 0

２．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0

３．一般正味財産

(1) 代替基金 0 0 0

(2) その他一般正味財産 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

一般正味財産合計 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

（うち基本財産への充当額） 5,000,000 5,000,000 0

（うち特定資産への充当額） 18,285,425 18,785,425 △ 500,000

正味財産合計 37,232,573 39,016,567 △ 1,783,994

負債及び正味財産合計 37,299,618 39,086,470 △ 1,786,852

貸借対照表
令和 8年 3月31日現在
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 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１．重要な会計方針 

 固定資産の減価償却の方法 

      直接法による定額法で減価償却を実施している。 

    

２．会計方針の変更 

   平成 24 年度より「公益法人会計基準」(平成 20 年 4 月 11 日、平成 21 年 10 月 16 日改正 

   内閣府公益認定等委員会)を採用している。 

 

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

        基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                                                                 

 

 
                                                                （単位：円） 

  

 科 　 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産

　定期預金 5,000,000 0 0 5,000,000

　　　　　　　小　　計 5,000,000 0 0 5,000,000

 特定資産

　減価償却引当資産 16,321,004 0 0 16,321,004

　構築物引当資産 264,421 0 0 264,421

  周年行事引当資産 2,200,000 0 500,000 1,700,000

　　　　　　　小　　計 18,785,425 0 500,000 18,285,425

　　　　　　　合　　計 23,785,425 0 500,000 23,285,425

 
   

 

 
４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

        固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 
  

                                                                     （単位：円） 

  

科　 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　事務所建物 27,210,000 17,338,212 9,871,788

　構築物 567,850 422,701 145,149

 合 　計 27,777,850 17,760,913 10,016,937
 

 

 

附 属 明 細 書  

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

 基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記に記載している。 

 

２．引当金の明細 

 引当金の明細については、記載する事項はない。 

－ 15 －



 
 

 
 

 
 

 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

 

１．重要な会計方針 

 固定資産の減価償却の方法 

      直接法による定額法で減価償却を実施している。 

    

２．会計方針の変更 

   平成 24 年度より「公益法人会計基準」(平成 20 年 4 月 11 日、平成 21 年 10 月 16 日改正 

   内閣府公益認定等委員会)を採用している。 

 

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

        基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

                                                                                                 

 

 
                                                                （単位：円） 

  

 科 　 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産

　定期預金 5,000,000 0 0 5,000,000

　　　　　　　小　　計 5,000,000 0 0 5,000,000

 特定資産

　減価償却引当資産 16,321,004 0 0 16,321,004

　構築物引当資産 264,421 0 0 264,421

  周年行事引当資産 2,200,000 0 500,000 1,700,000

　　　　　　　小　　計 18,785,425 0 500,000 18,285,425

　　　　　　　合　　計 23,785,425 0 500,000 23,285,425

 
   

 

 
４．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

        固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 
  

                                                                     （単位：円） 

  

科　 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　事務所建物 27,210,000 17,338,212 9,871,788

　構築物 567,850 422,701 145,149

 合 　計 27,777,850 17,760,913 10,016,937
 

 

 

附 属 明 細 書  

 

１．基本財産及び特定資産の明細 

 基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記に記載している。 

 

２．引当金の明細 

 引当金の明細については、記載する事項はない。 

（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金　　　　額

(流動資産)

現金 手元保管 運転資金として 19,352

預金 普通預金 3,977,904

  島田掛川信用金庫  島田本店営業部 782,263

  静岡銀行　島田支店 414,366

  しずおか焼津信用金庫　吉田支店 596,494

  清水銀行　島田支店 444,720

  静岡中央銀行　島田支店 201,567

  東日本信用漁業協同組合連合会　静岡支店 288,028

  スルガ銀行　藤枝支店 383,827

  ハイナン農協　榛原支店 616,135

  大井川農協　島田支店 250,504

  流動資産合計 3,997,256

(固定資産)

  基本財産

定期預金  島田掛川信用金庫 島田本店営業部 公益目的保有財産として活用 5,000,000

  特定資産

減価償却引当資産  定期預金 島田掛川信用金庫 島田本店営業部 固定資産更新時の負担軽減 16,321,004

周年行事引当資産  定期預金 島田掛川信用金庫 島田本店営業部 周年行事等事業補助として 1,700,000

構築物引当資産  定期預金 島田掛川信用金庫 島田本店営業部 固定資産更新時の負担軽減 264,421

  その他固定資産

建物
共用財産(公益目的保有財産、収益事業等
及び管理運営の用に供している）

9,871,788

構築物
共用財産(公益目的保有財産、収益事業等
及び管理運営の用に供している）

145,149

  固定資産合計 33,302,362

37,299,618

(流動負債)

預り金 社会保険料等 67,045

  流動負債合計 67,045

    負債合計 67,045

    正味財産 37,232,573

財産目録
令和 8年 3月31日現在

    資産合計
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監 査 報 告 書 

 

公益社団法人 島 田 法 人 会 

  会長  千葉 靖史 殿 

 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度の理事の職務執行状況

及び財産の状況を監査しましたので、次のとおり報告いたします。 

 

１. 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認

めます。 

２. 理事の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重

要な事実は認められません。 

３. 計算書類及び附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をす

べての重要な点において適正に示しているものと認めます。 

 

令和８年４月２８日 

公益社団法人 島 田 法 人 会 

監  事  濵 村 耿 夫 

同   木 村 英 文 

 同   三 浦 俊 夫 
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監 査 報 告 書 

 

公益社団法人 島 田 法 人 会 

  会長  千葉 靖史 殿 

 

令和７年４月１日から令和８年３月３１日までの事業年度の理事の職務執行状況

及び財産の状況を監査しましたので、次のとおり報告いたします。 

 

１. 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認

めます。 

２. 理事の職務の執行に関する不正の行為、又は法令若しくは定款に違反する重

要な事実は認められません。 

３. 計算書類及び附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況をす

べての重要な点において適正に示しているものと認めます。 

 

令和８年４月２８日 

公益社団法人 島 田 法 人 会 

監  事  濵 村 耿 夫 

同   木 村 英 文 

 同   三 浦 俊 夫 

 

 

令和 8 年度事業計画     

Ⅰ.基本方針  

 島田法人会は、これまで以上に公益目的事業の推進に重点を置いた事業を展開していきます。 

事業展開にあたっては、法人会の理念である「税のオピニオンリーダーたる経営者の団体」と

して法人会活動の原点である「税」に軸足を置き、会員のみならず一般の方々や地域事業者の

方々も対象として「税知識の向上」と「納税意識の高揚」に努めるとともに、「税制への建設的

提言」「自己研鑚機会の提供」「地域社会への貢献」など諸活動に積極的に取り組んでいきます。 

 特に、次世代を担う子供たちへの租税教育事業の更なる充実と積極的展開をいたします。 

また、経済情勢などの法人会を取り巻く極めて厳しい環境に十分配慮しながら、会員の増強、

組織の定着化を図り、「組織基盤」並びに「財政基盤」のより一層の強化に努めます。 

  

Ⅱ.主な事業計画                     

〔公１〕税を巡る諸環境の整備改善等を図るための事業 

 (１)  税制・税務に関する研修会・講演会・セミナー事業 

     会員企業をはじめとして、広く一般の企業及び市民を対象とした、税制・税務に関

する研修会、講演会、セミナーを税務署等の専門的知識を有する講師により実施致

します。開催案内は、FAX 送信を主体に、Ｅメール、その他の媒体（地方情報誌等）、

金融機関、他団体と連携して案内機会を増加させ、従来の当会の広報誌、案内チラ

シ、ホームページ等に掲載するなどの広報活動を通じて広く一般に公開し、会員外

の方が参加しやすい環境の整備をしていきます。 

      又、オンラインセミナーの活用により参加、利用の利便性の向上を図ります。 

  (２)  税の啓発及び租税教育事業 

      次代を担う児童や生徒に税への理解と関心を深める目的で管内小学校６年生を対

象に「租税教室」、「税に関する絵はがきコンクール」を実施致します。税の啓発

事業としては、島田税務連絡協議会の加盟団体と協力して、アピタ島田店での啓発

活動等を積極的に実施することで、「納税意識の高揚」「税務知識の普及」を図っ

ていきます。      

 (３) 税制改正への提言事業 

  財政の再建と社会保障給付の安定財源確保、人口の減少、超高齢化社会及びグロー

バル化の進展等経済社会の構造変化に対応していくため、「今後の望ましい税制の

あり方」を基本に税制改正の要望意見を取りまとめ「税制改正の建設的な提言」を

決議し法人会全国大会で発表後、関係機関に対し要望活動を実施致します。又、提

言内容等については、広報誌及びホームページを通して広く一般に公開致します。 

  (４) 税制・税務の普及広報事業 

       広報誌「会報」の発行配布、全法連機関紙「ほうじん」の配布、静岡県発行「県税 

のしおり」等の配布及び当会ホームページにより一般の企業、市民に対し税制・税

務の普及広報活動を実施していきます。会報については「デジタルブック」の活用

によるペーパレス化を進めながら、会報誌自体の発行回数を検討し、内容充実を図

ります。同時にホームページの充実を図り、税務関係チラシの配布等により、広く

一般の企業及び市民に普及広報事業を行います。 

又、企業の税務コンプライアンス向上及び税務リスクの軽減にもつながるよう、

「自主点検チェックシート・ガイドブック」の活用を推奨していきます。 

 

－ 18 －



 

 

〔公２〕地域の経済社会環境の整備改善等を図るための事業  

(１) 講座・講演会・セミナー事業 

他団体との共催、連携をさらに強化し、会員以外の一般の方々も対象に、経済・経

営、法律、教養等の幅広いテーマとして講座、講演会、セミナーを実施致します。

また従来通り、税理士会、商工会議所等との連携強化を図り、講師についても地元

で活躍する士業の方々を招聘していきます。また、講座、講演会等の会場の分散に

加え、オンラインセミナーも増加させ、参加機会の提供拡大を図り、申込方法につ

いても改善に努めます。 

「財政健全化のための健康経営プロジェクト」に関する講演会等開催します。 

(２) 地域イベントへの協賛事業 

      島田税務署管内の公園、河川等の清掃行事及び各地域の産業祭り等への協賛を通

してイベントに参加する一般市民と共に地域の経済社会環境の活性化を図ります。 

  (３) 地域福祉への寄付、寄贈事業 

      島田税務署管内の福祉施設、社会福祉協議会に使用済み切手、ペットボトルキャ

ップ、タオル等の寄付、お茶の寄贈、チャリティ講演会での寄付等を通して地域

の経済、社会環境の活性化を図って行きます。 

 

〔他１〕会組織の充実を図ること及び全国各地の法人会との連携強化を図る事業、会員

支援のための親睦・交流等に関する事業並びに会員のための福利厚生事業 

     全国各地の法人会との連携強化及び会員支援のための親睦、交流を目的として、   

会員間の情報交換、会員相互の親睦を深める等会員のみを限定とした事業を行い

ます。又、会員数の減少に歯止めを掛け、より強固な会員組織とするため、昨年

度から実施の会員増強対策会議を継続開催します。 

福利厚生事業としては、企業の安定経営、経営者・従業員等の生活安定を担保

することを目的とした経営者大型保障制度、経営保全プラン及びがん保険制度の

加入推進を図って行きます。 

     会員親睦、交流事業 

      １．役員懇親会 (全国大会懇親会、他団体との情報交換会等) 

      ２．支部交流会 (支部会員を対象とした会員増強のための情報交換会) 

      ３．視察研修会 (会員及び女性部会の交流会、他会の青年部会への視察、交流会) 

      ４．会員交流会 (理事及び新規加入会員の交流のための情報交換会) 

      ５．表彰事業  (静岡県法人会連合会長表彰等の他) 

       

     会員の福利厚生等に関する事業 

      福利厚生制度の推進のため、協力保険会社 3 社の連携強化を通じて、保険料収入 

の増加と新規契約増加を目指します 

      １．経営者大型保障制度の普及推進 

      ２．ビジネスガードシリーズの普及推進 

      ３．がん保険制度の普及推進 

     会員特典であるメリットカードの周知と特約店募集事業 

１． 静岡県内法人会員向けの特典サービスを電子ブック等により周知し、特約店

参加の増加を推進し、法人会組織の強化と充実を図る 

〔その他〕税務行政への協力 

      １．各種行事に対して協力する。  

      ２．納税協力団体との協調連絡を密にする。 

      ３．国税電子申告、納税(e₋Tax)の利用を積極的に推進する 
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〔公２〕地域の経済社会環境の整備改善等を図るための事業  

(１) 講座・講演会・セミナー事業 

他団体との共催、連携をさらに強化し、会員以外の一般の方々も対象に、経済・経

営、法律、教養等の幅広いテーマとして講座、講演会、セミナーを実施致します。

また従来通り、税理士会、商工会議所等との連携強化を図り、講師についても地元

で活躍する士業の方々を招聘していきます。また、講座、講演会等の会場の分散に

加え、オンラインセミナーも増加させ、参加機会の提供拡大を図り、申込方法につ

いても改善に努めます。 

「財政健全化のための健康経営プロジェクト」に関する講演会等開催します。 

(２) 地域イベントへの協賛事業 

      島田税務署管内の公園、河川等の清掃行事及び各地域の産業祭り等への協賛を通

してイベントに参加する一般市民と共に地域の経済社会環境の活性化を図ります。 

  (３) 地域福祉への寄付、寄贈事業 

      島田税務署管内の福祉施設、社会福祉協議会に使用済み切手、ペットボトルキャ

ップ、タオル等の寄付、お茶の寄贈、チャリティ講演会での寄付等を通して地域

の経済、社会環境の活性化を図って行きます。 

 

〔他１〕会組織の充実を図ること及び全国各地の法人会との連携強化を図る事業、会員

支援のための親睦・交流等に関する事業並びに会員のための福利厚生事業 

     全国各地の法人会との連携強化及び会員支援のための親睦、交流を目的として、   

会員間の情報交換、会員相互の親睦を深める等会員のみを限定とした事業を行い

ます。又、会員数の減少に歯止めを掛け、より強固な会員組織とするため、昨年

度から実施の会員増強対策会議を継続開催します。 

福利厚生事業としては、企業の安定経営、経営者・従業員等の生活安定を担保

することを目的とした経営者大型保障制度、経営保全プラン及びがん保険制度の

加入推進を図って行きます。 

     会員親睦、交流事業 

      １．役員懇親会 (全国大会懇親会、他団体との情報交換会等) 

      ２．支部交流会 (支部会員を対象とした会員増強のための情報交換会) 

      ３．視察研修会 (会員及び女性部会の交流会、他会の青年部会への視察、交流会) 

      ４．会員交流会 (理事及び新規加入会員の交流のための情報交換会) 

      ５．表彰事業  (静岡県法人会連合会長表彰等の他) 

       

     会員の福利厚生等に関する事業 

      福利厚生制度の推進のため、協力保険会社 3 社の連携強化を通じて、保険料収入 

の増加と新規契約増加を目指します 

      １．経営者大型保障制度の普及推進 

      ２．ビジネスガードシリーズの普及推進 

      ３．がん保険制度の普及推進 

     会員特典であるメリットカードの周知と特約店募集事業 

１． 静岡県内法人会員向けの特典サービスを電子ブック等により周知し、特約店

参加の増加を推進し、法人会組織の強化と充実を図る 

〔その他〕税務行政への協力 

      １．各種行事に対して協力する。  

      ２．納税協力団体との協調連絡を密にする。 

      ３．国税電子申告、納税(e₋Tax)の利用を積極的に推進する 

公益社団法人島田法人会
科        目 予算額 前年度予算額 増  減

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
    (1) 経常収益
        基本財産運用益 12,500 100 12,400
          基本財産受取利息 12,500 100 12,400
        特定資産運用益 50,000 500 49,500
          特定資産受取利息 50,000 500 49,500
        受取会費 9,641,000 9,946,000 △ 305,000
          正会員受取会費 9,605,000 9,910,000 △ 305,000
　　　　 賛助会員受取会費 36,000 36,000 0
        事業収益 2,100,000 2,200,000 △ 100,000
          広報事業収益 200,000 200,000 0
          会員親睦事業収益 1,100,000 1,200,000 △ 100,000
          支部部会事業収益 700,000 700,000 0
          社会貢献事業収益 100,000 100,000 0
        受取補助金等 12,665,442 12,623,129 42,313
          受取県連補助金 858,942 917,829 △ 58,887
          受取全法連助成金 200,000 150,000 50,000
          受取全法連助成金振替額 11,582,500 11,383,300 199,200
　　　　受取全法連補助金 24,000 172,000 △ 148,000
        受取負担金 888,000 920,000 △ 32,000
          青年・女性部会受取負担金 888,000 920,000 △ 32,000
        雑収益 515,000 503,000 12,000
          受取利息 15,000 3,000 12,000
          雑収益 500,000 500,000 0
        経常収益計 25,871,942 26,192,729 △ 320,787
    (2) 経常費用
        事業費 21,909,000 22,966,000 △ 1,057,000
          給料手当 7,138,000 7,828,000 △ 690,000
          退職共済費 50,000 50,000 0
          福利厚生費 1,080,000 988,000 92,000
          会議費　　　　　　　　　　　　　　　 2,200,000 2,200,000 0
          旅費交通費　　　　　　　　　　　　 779,000 778,000 1,000
          通信運搬費　　　　　　　　　　　　 1,117,000 1,262,000 △ 145,000
          減価償却費 416,000 412,000 4,000
          消耗什器備品費 25,000 25,000 0
          消耗品費 532,000 407,000 125,000
          修繕費 17,000 16,000 1,000
          保守点検費 41,000 41,000 0
          印刷製本費　　　　　　　　　　　　　 1,075,000 1,145,000 △ 70,000
          燃料費 50,000 42,000 8,000
          賃借料 141,000 141,000 0
          保険料 58,000 50,000 8,000
          諸謝金 1,800,000 2,000,000 △ 200,000
          租税公課 149,000 148,000 1,000
          諸会費 30,000 30,000 0
          支払負担金　　　　　　　　　　　　 400,000 350,000 50,000
          社会貢献活動費 200,000 200,000 0
          支払寄付金　　　　　　　　　　　 0 0 0
          委託費　　　　　　　　　　　　　 1,366,000 1,664,000 △ 298,000
          会場費　　　　　　　　　　　　　 600,000 600,000 0
          広告宣伝費　　　　　　　　　　　 30,000 50,000 △ 20,000
          表彰費 70,000 70,000 0
          リース料 705,000 701,000 4,000
          事務所管理費 456,000 412,000 44,000
          支払手数料 700,000 614,000 86,000
          新聞図書費 500,000 450,000 50,000
          雑費 184,000 292,000 △ 108,000

収支予算書
令和8年 4月 1日から令和9年 3月31日まで

（単位:円）
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科        目 予算額 前年度予算額 増  減
        管理費 4,564,000 4,507,000 57,000
          給料手当　　　　　　　　　　　　　 1,462,000 1,672,000 △ 210,000
          退職共済費　　　　　　　　　 10,000 10,000 0
          福利厚生費　　　　　　　　　　 221,000 211,000 10,000
          会議費                               500,000 550,000 △ 50,000
          旅費交通費　　　　　　　　　　 21,000 22,000 △ 1,000
          通信運搬費　　　　　　　　　 233,000 337,000 △ 104,000
          減価償却費　　　　　　　　　　 85,000 88,000 △ 3,000
          消耗什器備品費　　　　　　　　　 5,000 5,000 0
          消耗品費　　　　　　　　　　　　 68,000 12,000 56,000
          修繕費　　　　　　　　　　　　　　 4,000 4,000 0
          保守点検費　　　　　　　　　　　　　　　　 9,000 9,000 0
          印刷製本費　　　　　　　　　　 124,000 156,000 △ 32,000
          燃料費　　　　　　　　　　　　　 10,000 9,000 1,000
          賃借料　　　　　　　　　　　　　　 29,000 30,000 △ 1,000
          保険料　　　　　　　　　　　　　　 12,000 11,000 1,000
          租税公課　　　　　　　　　　　　　 31,000 32,000 △ 1,000
          諸会費 210,000 210,000 0
　　　　 支払負担金 250,000 250,000 0
          委託費　　　　　　　　　　　　　　　 34,000 35,000 △ 1,000
          会場費　　　　　　　　　　　　　　　 500,000 250,000 250,000
          広告宣伝費　　　　　　　　　　　　 22,000 22,000 0
          渉外慶弔費 30,000 30,000 0
          表彰費 200,000 150,000 50,000
          リース料　　　　　　　　　　　　　 144,000 150,000 △ 6,000
          事務所管理費　　　　　　　　　 94,000 88,000 6,000
          支払手数料　　　　　　　　　　 119,000 105,000 14,000
          新聞図書費　　　　　　　　　　 70,000 50,000 20,000
          雑費　　　　　　　　　　　　　　　 67,000 9,000 58,000
        経常費用計 26,473,000 27,473,000 △ 1,000,000
          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 601,058 △ 1,280,271 679,213
          評価損益等計
          当期経常増減額 △ 601,058 △ 1,280,271 679,213
  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
        経常外収益計 0 0 0
    (2) 経常外費用
        経常外費用計 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0
          当期一般正味財産増減額 △ 601,058 △ 1,280,271 679,213
          一般正味財産期首残高 41,069,164 42,349,435 △ 1,280,271
          一般正味財産期末残高 40,468,103 41,069,164 △ 601,058
Ⅱ　指定正味財産増減の部
        受取補助金等 11,582,500 11,349,500 △ 233,000
          受取全法連助成金 11,582,500 11,349,500 △ 233,000
        一般正味財産への振替額 -11,582,500 -11,349,500 233,000
          一般正味財産への振替額 -11,582,500 -11,349,500 233,000
          当期指定正味財産増減額 0 0 0
          指定正味財産期首残高 0 0 0
          指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 40,468,103 41,069,164 △ 601,058
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科        目 予算額 前年度予算額 増  減
        管理費 4,564,000 4,507,000 57,000
          給料手当　　　　　　　　　　　　　 1,462,000 1,672,000 △ 210,000
          退職共済費　　　　　　　　　 10,000 10,000 0
          福利厚生費　　　　　　　　　　 221,000 211,000 10,000
          会議費                               500,000 550,000 △ 50,000
          旅費交通費　　　　　　　　　　 21,000 22,000 △ 1,000
          通信運搬費　　　　　　　　　 233,000 337,000 △ 104,000
          減価償却費　　　　　　　　　　 85,000 88,000 △ 3,000
          消耗什器備品費　　　　　　　　　 5,000 5,000 0
          消耗品費　　　　　　　　　　　　 68,000 12,000 56,000
          修繕費　　　　　　　　　　　　　　 4,000 4,000 0
          保守点検費　　　　　　　　　　　　　　　　 9,000 9,000 0
          印刷製本費　　　　　　　　　　 124,000 156,000 △ 32,000
          燃料費　　　　　　　　　　　　　 10,000 9,000 1,000
          賃借料　　　　　　　　　　　　　　 29,000 30,000 △ 1,000
          保険料　　　　　　　　　　　　　　 12,000 11,000 1,000
          租税公課　　　　　　　　　　　　　 31,000 32,000 △ 1,000
          諸会費 210,000 210,000 0
　　　　 支払負担金 250,000 250,000 0
          委託費　　　　　　　　　　　　　　　 34,000 35,000 △ 1,000
          会場費　　　　　　　　　　　　　　　 500,000 250,000 250,000
          広告宣伝費　　　　　　　　　　　　 22,000 22,000 0
          渉外慶弔費 30,000 30,000 0
          表彰費 200,000 150,000 50,000
          リース料　　　　　　　　　　　　　 144,000 150,000 △ 6,000
          事務所管理費　　　　　　　　　 94,000 88,000 6,000
          支払手数料　　　　　　　　　　 119,000 105,000 14,000
          新聞図書費　　　　　　　　　　 70,000 50,000 20,000
          雑費　　　　　　　　　　　　　　　 67,000 9,000 58,000
        経常費用計 26,473,000 27,473,000 △ 1,000,000
          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 601,058 △ 1,280,271 679,213
          評価損益等計
          当期経常増減額 △ 601,058 △ 1,280,271 679,213
  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
        経常外収益計 0 0 0
    (2) 経常外費用
        経常外費用計 0 0 0
          当期経常外増減額 0 0 0
          当期一般正味財産増減額 △ 601,058 △ 1,280,271 679,213
          一般正味財産期首残高 41,069,164 42,349,435 △ 1,280,271
          一般正味財産期末残高 40,468,103 41,069,164 △ 601,058
Ⅱ　指定正味財産増減の部
        受取補助金等 11,582,500 11,349,500 △ 233,000
          受取全法連助成金 11,582,500 11,349,500 △ 233,000
        一般正味財産への振替額 -11,582,500 -11,349,500 233,000
          一般正味財産への振替額 -11,582,500 -11,349,500 233,000
          当期指定正味財産増減額 0 0 0
          指定正味財産期首残高 0 0 0
          指定正味財産期末残高 0 0 0
Ⅲ　正味財産期末残高 40,468,103 41,069,164 △ 601,058

公益社団法人島田法人会

収益事業会計

公１ 公２ 公益共通 他１

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        基本財産運用益 0 0 12,500 12,500 0 0 12,500

          基本財産受取利息 0 0 12,500 12,500 0 0 12,500

        特定資産運用益 15,850 15,750 0 31,600 9,600 8,800 50,000

          特定資産受取利息 15,850 15,750 0 31,600 9,600 8,800 50,000

        受取会費 0 0 3,703,600 3,703,600 2,380,142 3,557,258 9,641,000

          正会員受取会費 0 0 3,685,600 3,685,600 2,380,142 3,539,258 9,605,000

　　　　　賛助会員受取会費 0 0 18,000 18,000 0 18,000 36,000

        事業収益 200,000 100,000 0 300,000 1,800,000 0 2,100,000

          広報事業収益 200,000 0 0 200,000 0 0 200,000

          会員親睦事業収益 0 0 0 0 1,100,000 0 1,100,000

          支部部会事業収益 0 0 0 0 700,000 0 700,000

          社会貢献事業収益 0 100,000 0 100,000 0 0 100,000

        受取補助金等 200,000 0 11,582,500 11,782,500 0 882,942 12,665,442

          受取県連補助金 200,000 0 0 200,000 0 658,942 858,942

　　　　　受取全法連助成金 0 0 0 0 0 200,000 200,000

          受取全法連助成金振替額 0 0 11,582,500 11,582,500 0 0 11,582,500

　　　　　受取全法連補助金 0 0 0 0 0 24,000 24,000

        受取負担金 0 0 0 0 888,000 0 888,000

          青年・女性部会受取負担金 0 0 0 0 888,000 0 888,000

        雑収益 30,000 0 0 30,000 370,000 115,000 515,000

          受取利息 0 0 0 0 15,000 15,000

          雑収益 30,000 0 0 30,000 370,000 100,000 500,000

        経常収益計 445,850 115,750 15,298,600 15,860,200 5,447,742 4,564,000 25,871,942

    (2) 経常費用

        事業費 8,179,000 8,557,000 0 16,736,000 5,173,000 0 21,909,000

          給料手当 2,829,000 2,967,000 0 5,796,000 1,342,000 0 7,138,000

          退職共済費 20,000 21,000 0 41,000 9,000 0 50,000

          福利厚生費 428,000 449,000 0 877,000 203,000 0 1,080,000

          会議費 400,000 200,000 0 600,000 1,600,000 0 2,200,000

          旅費交通費 431,000 183,000 0 614,000 165,000 0 779,000

          通信運搬費 505,000 515,000 0 1,020,000 97,000 0 1,117,000

          減価償却費 165,000 173,000 0 338,000 78,000 0 416,000

          消耗什器備品費 10,000 10,000 0 20,000 5,000 0 25,000

          消耗品費 332,000 138,000 0 470,000 62,000 0 532,000

          修繕費 7,000 7,000 0 14,000 3,000 0 17,000

          保守点検費 16,000 17,000 0 33,000 8,000 0 41,000

          印刷製本費 809,000 214,000 0 1,023,000 52,000 0 1,075,000

          燃料費 20,000 21,000 0 41,000 9,000 0 50,000

          賃借料 56,000 59,000 0 115,000 26,000 0 141,000

          保険料 23,000 24,000 0 47,000 11,000 0 58,000

          諸謝金 400,000 1,350,000 0 1,750,000 50,000 0 1,800,000

          租税公課 59,000 62,000 0 121,000 28,000 0 149,000

　　　　　諸会費 0 30,000 0 30,000 0 0 30,000

          支払負担金 200,000 100,000 0 300,000 100,000 0 400,000

          社会貢献活動費 0 200,000 0 200,000 0 0 200,000

          支払寄付金 0 0 0 0 0 0 0

          委託費 466,000 69,000 0 535,000 831,000 0 1,366,000

          会場費 100,000 400,000 0 500,000 100,000 0 600,000

          広告宣伝費 0 30,000 0 30,000 0 0 30,000

          表彰費 70,000 0 0 70,000 0 0 70,000

          リース料 279,000 293,000 0 572,000 133,000 0 705,000

          事務所管理費 181,000 189,000 0 370,000 86,000 0 456,000

          支払手数料 290,000 301,000 0 591,000 109,000 0 700,000

          新聞図書費 50,000 450,000 0 500,000 0 0 500,000

          雑費 33,000 85,000 0 118,000 66,000 0 184,000

収支予算書内訳表
令和8年 4月 1日から令和9年 3月31日まで

（単位：円）

科        目
公益事業会計

小   計 法人会計 合   計
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　　②収支予算書内訳表を、経常収益部分はそのまま転記（コピー）する。

　　経常費用は百円単位を四捨五入しながら転記する⇒小計が多額の差異にならないよう調整する

　　法人会計は百円単位の差異が生じるので、受取会費の配賦額を調整して収支0にする。

収益事業会計

公１ 公２ 公益共通 他１
        管理費 0 0 0 0 0 4,564,000 4,564,000

          給料手当 0 0 0 0 0 1,462,000 1,462,000

          退職共済費 0 0 0 0 0 10,000 10,000

          福利厚生費 0 0 0 0 0 221,000 221,000

          会議費 0 0 0 0 0 500,000 500,000

          旅費交通費 0 0 0 0 0 21,000 21,000

          通信運搬費 0 0 0 0 0 233,000 233,000

          減価償却費 0 0 0 0 0 85,000 85,000

          消耗什器備品費 0 0 0 0 0 5,000 5,000

          消耗品費 0 0 0 0 0 68,000 68,000

          修繕費 0 0 0 0 0 4,000 4,000

          保守点検費 0 0 0 0 0 9,000 9,000

          印刷製本費 0 0 0 0 0 124,000 124,000

          燃料費 0 0 0 0 0 10,000 10,000

          賃借料 0 0 0 0 0 29,000 29,000

          保険料 0 0 0 0 0 12,000 12,000

          租税公課 0 0 0 0 0 31,000 31,000

          諸会費 0 0 0 0 0 210,000 210,000

　　　　 支払負担金 0 0 0 0 0 250,000 250,000

          委託費 0 0 0 0 0 34,000 34,000

          会場費 0 0 0 0 0 500,000 500,000

          広告宣伝費 0 0 0 0 0 22,000 22,000

          渉外慶弔費 0 0 0 0 0 30,000 30,000

          表彰費 0 0 0 0 0 200,000 200,000

          リース料 0 0 0 0 0 144,000 144,000

          事務所管理費 0 0 0 0 0 94,000 94,000

          支払手数料 0 0 0 0 0 119,000 119,000

          新聞図書費 0 0 0 0 0 70,000 70,000

          雑費 0 0 0 0 0 67,000 67,000

        経常費用計 8,179,000 8,557,000 0 16,736,000 5,173,000 4,564,000 26,473,000

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 7,733,150 △ 8,441,250 15,298,600 △ 875,800 274,742 0 △ 601,058

          評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常増減額 △ 7,733,150 △ 8,441,250 15,298,600 △ 875,800 274,742 0 △ 601,058

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 △ 7,733,150 △ 8,441,250 15,298,600 △ 875,800 274,742 0 △ 601,058

          一般正味財産期首残高 △ 62,873,150 △ 55,839,722 146,517,964 27,805,092 6,579,546 8,755,435 43,140,073

          一般正味財産期末残高 △ 70,606,300 △ 64,280,972 161,816,564 26,929,292 6,854,288 8,755,435 42,539,015

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        受取補助金等 0 0 11,582,500 11,582,500 0 0 11,582,500

          受取全法連助成金 0 0 11,582,500 11,582,500 0 0 11,582,500

        一般正味財産への振替額 0 0 △ 11,582,500 △ 11,582,500 0 0 △ 11,582,500

          一般正味財産への振替額 0 0 △ 11,582,500 △ 11,582,500 0 0 △ 11,582,500

          当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

          指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0

          指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 70,606,300 △ 64,280,972 161,816,564 26,929,292 6,854,288 8,755,435 42,539,015

（単位：円）

科        目
公益事業会計

小   計 法人会計 合   計
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　　②収支予算書内訳表を、経常収益部分はそのまま転記（コピー）する。

　　経常費用は百円単位を四捨五入しながら転記する⇒小計が多額の差異にならないよう調整する

　　法人会計は百円単位の差異が生じるので、受取会費の配賦額を調整して収支0にする。

収益事業会計

公１ 公２ 公益共通 他１
        管理費 0 0 0 0 0 4,564,000 4,564,000

          給料手当 0 0 0 0 0 1,462,000 1,462,000

          退職共済費 0 0 0 0 0 10,000 10,000

          福利厚生費 0 0 0 0 0 221,000 221,000

          会議費 0 0 0 0 0 500,000 500,000

          旅費交通費 0 0 0 0 0 21,000 21,000

          通信運搬費 0 0 0 0 0 233,000 233,000

          減価償却費 0 0 0 0 0 85,000 85,000

          消耗什器備品費 0 0 0 0 0 5,000 5,000

          消耗品費 0 0 0 0 0 68,000 68,000

          修繕費 0 0 0 0 0 4,000 4,000

          保守点検費 0 0 0 0 0 9,000 9,000

          印刷製本費 0 0 0 0 0 124,000 124,000

          燃料費 0 0 0 0 0 10,000 10,000

          賃借料 0 0 0 0 0 29,000 29,000

          保険料 0 0 0 0 0 12,000 12,000

          租税公課 0 0 0 0 0 31,000 31,000

          諸会費 0 0 0 0 0 210,000 210,000

　　　　 支払負担金 0 0 0 0 0 250,000 250,000

          委託費 0 0 0 0 0 34,000 34,000

          会場費 0 0 0 0 0 500,000 500,000

          広告宣伝費 0 0 0 0 0 22,000 22,000

          渉外慶弔費 0 0 0 0 0 30,000 30,000

          表彰費 0 0 0 0 0 200,000 200,000

          リース料 0 0 0 0 0 144,000 144,000

          事務所管理費 0 0 0 0 0 94,000 94,000

          支払手数料 0 0 0 0 0 119,000 119,000

          新聞図書費 0 0 0 0 0 70,000 70,000

          雑費 0 0 0 0 0 67,000 67,000

        経常費用計 8,179,000 8,557,000 0 16,736,000 5,173,000 4,564,000 26,473,000

          評価損益等調整前当期経常増減額 △ 7,733,150 △ 8,441,250 15,298,600 △ 875,800 274,742 0 △ 601,058

          評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常増減額 △ 7,733,150 △ 8,441,250 15,298,600 △ 875,800 274,742 0 △ 601,058

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 △ 7,733,150 △ 8,441,250 15,298,600 △ 875,800 274,742 0 △ 601,058

          一般正味財産期首残高 △ 62,873,150 △ 55,839,722 146,517,964 27,805,092 6,579,546 8,755,435 43,140,073

          一般正味財産期末残高 △ 70,606,300 △ 64,280,972 161,816,564 26,929,292 6,854,288 8,755,435 42,539,015

Ⅱ　指定正味財産増減の部

        受取補助金等 0 0 11,582,500 11,582,500 0 0 11,582,500

          受取全法連助成金 0 0 11,582,500 11,582,500 0 0 11,582,500

        一般正味財産への振替額 0 0 △ 11,582,500 △ 11,582,500 0 0 △ 11,582,500

          一般正味財産への振替額 0 0 △ 11,582,500 △ 11,582,500 0 0 △ 11,582,500

          当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

          指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 0

          指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 70,606,300 △ 64,280,972 161,816,564 26,929,292 6,854,288 8,755,435 42,539,015

（単位：円）

科        目
公益事業会計

小   計 法人会計 合   計

［退任予定］

法人会役職 氏　名 会社名 支部名

理　事 　　新家　博之   島田ガス株式会社 島田第１支部

理　事 　　川内　浩一郎   ナカダ産業株式会社 金谷支部

理　事 　　小塚　辰巳   小塚建設株式会社 相良支部

［新任予定］

法人会役職 氏　名 会社名 支部名

理　事 　　飯山　順子   島田ガス株式会社 島田第１支部

理　事 　　五條　卓   ナカダ産業株式会社 金谷支部

役員の一部改選の件（案）

　役員の一部改選に伴い、新役員を公益社団法人島田法人会定款20条の規定により、

下記の者を選任し、定期総会での承認を求める。
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研修参加回数上位会員

会　員　名 支　部 出席回数 出席人数

　木村飲料　株式会社 島田第一支部 11 13

　株式会社　寺田製作所 金 谷 支 部 10 11

　日本連合警備　株式会社 島田第二支部 9 11

　榛原地区学校生活協同組合 榛 原 支 部 9 11

　大石建設　株式会社 吉 田 支 部 9 9

税務研修参加回数上位会員

会　員　名 支　部 出席回数 出席人数

　株式会社　矢部製作所 相 良 支 部 6 13

研修参加回数上位表彰名簿
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1. 令和８年３月末日現在の会員数および加入率等の推移は次の通りです。 
 
 

令和７年度支部別会員数および会員加入率の推移 
                                                     令和 8 年 3 月 31 現在  
 
 

 支 部 会員数 前年比 

島田第一 190 △4 

島田第二 145 +2 

島田第三 213 +1 

金  谷 160 △4 

川  根 135 △5 

吉  田 211 △2 

榛  原 182 +2 

相  良 198 △6 

＊農 協 36 △4 

合  計 1,470 △20 
   
 
 
 
（注）各年度の加入率は、年度末会員数に対して所管法人数（各年１２月末基準）を分母と

して算出しています。 
    
（参考） 

県下単位会の平均加入率（令和７年 12 月末現在）は 49.7％（前年比△0.4Ｐ） 
 
 
 
 
 

2. 女性部会、青年部会の会員数状況は次の通りです。 

 

 
 

年度 会員数 加入率 前年比 所管 

法人数 前年比 

27 年度 1,730 56.2％ △2P 3,081 △8 

28 年度 1,681 54.9％ △1.3P   3,061 △20 

29 年度 1,616 52.9％ △2P 3,056 △5 
30 年度 1,589 51.7％ △1.2P 3,071 +15 
R1 年度 1,562 50.8％ △0.9P 3,073 +2 

2 年度 1,543 50.4％ △0.4P 3,059 △14 

3 年度 1,521 49.5％ △0.9P 3,071 +12 

4 年度 1,524 49.4％ △0.1P 3,083 +12 

5 年度 1,527 49.2% △0.2Ｐ 3,103 +20 

6 年度 1,490 48.4% △0.8Ｐ 3,077 △26 

7 年度 1,470 48.3％ △0.1P 3,042 △35 

                     

会員数 
 

女性部会 45 名（対前年比△3 名） 

青年部会 57 名（対前年比△7 名） 



   ので、十分注意し管理頂くようお願い致します。

  

　　　　         　社団法人 島田法人会

　 この総会議案書に記載されている名簿は、総会議案資料として作成したものです。

   名簿の取扱いについては利用目的以外の使用、情報漏えいは禁じられております

　       　　　          島田市日之出町 4-1 島田商工会議所会館 5-B

            　　　        ℡ 0547-36-6213    Ｆax 0547-35-6076

　　　　　　公益社団法人島田法人会
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